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要  旨 

 

本論文の目的は、移民の受け入れが国内経済に及ぼす影響について、経済成長率、イノベー

ション、産業構造の高度化、賃金、雇用、失業、社会保障、財政という観点から既存研究のサ

ーベイを行い、世界にも例を見ない少子高齢・人口減少社会を迎える日本にとって望ましい移民

政策を探ることである。 

サーベイの結果、高度な技術・技能を有し、受入国の標準語でのコミュニケーションが可能な

人材を受け入れることができれば、受入国の経済成長を促進し、自国労働者の社会保障負担を

軽減し、財政安定化にも寄与するなどのよい影響をもたらすことが確認された。 

このことは近年、語学力、学歴、収入などで一定の要件を満たした移民のみを受け入れるとい

う選択的移民制度が世界の主要国で導入されていることと整合的である。しかし、こうした「政策」

は「いい移民ならば受け入れたい」という受入国のエゴ以外の何ものでもない。 

また、低成長に加え、今後の人口減少が深刻化する日本では、移民に担い手不足の農業や労

働集約的な看護や福祉サービスに従事してもらえばよいという意見が根強い。しかし、それは低

成長と少子高齢化によって生じた財政赤字を大量の国債発行によって将来世代につけ回してきた

のと同じ発想による問題の先送りである。日本の社会構造を変えない限り、移民も日本で生活を

始めれば同じ問題に巻き込むことになる。 

日本にとって望ましい移民政策は、国内事情とは関係なく、長期的な視野に立って考えなけれ

ばならない。すなわち、移民を異質なものとして排除するのではなく、それを受け入れ、共存す

るといった多文化共生の考え方である。そうした考え方は、障害者や女性の活用促進といった日

本国内の課題の解決にもつながるだろう。 

 

キーワード：少子高齢社会、高度人材、移民、多文化共生 

JEL classification: H50, J61 

RIETI ディスカッション・ペーパーは、専門論文の形式でまとめられた研究成果を公開し、活発な議論

を喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表するものであ

り、所属する組織及び（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 

 

                                                  
1
本論文は、経済産業研究所におけるプロジェクトの成果の一部を取りまとめたものである。論文作成の過程でご助力を得た明治大

学山脇啓造教授、浜松市役所、浜松市多文化共生センター、労働政策研究・研修機構、横浜市立いちょう小学校、韓国女性政策

研究院、社会保障研究院、多文化家族部、労働政策研究院、ソウルグローバルセンターに感謝の意を表したい。また、経済産業

研究所のDP検討会において、藤田昌久所長、深尾光洋プロジェクトリーダーをはじめ、参加者の方々からいただいた多くの有益な

コメントにも感謝したい。なお、本文にある誤りは全て筆者に帰するものである。 



目次

1 はじめに 3

2 経済成長への貢献 7

2.1 受入国の人的資本の蓄積・経済成長率に与える影響 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8

2.2 受入国のイノベーションに与える影響 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10

2.3 受入国の産業構造の高度化に与える影響 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12

2.4 経済成長への貢献に関するサーベイのまとめ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13

3 自国労働者との代替・補完関係 13

3.1 受入国の賃金率に与える影響 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14

3.2 受入国の雇用・失業に与える影響 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 16

3.3 順応の影響と移民労働者と自国労働者の格差 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 17

3.4 日本での研究 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 20

3.5 自国労働者との代替・補完関係に関するサーベイのまとめ . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21

4 受入によって生じるコスト 22

4.1 受入国の税・社会保障の受給・負担に与える影響 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23

4.2 受入国の財政に与える影響 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25

4.3 受入コストに関するサーベイのまとめ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28

5 日本の移民政策のあり方 29

5.1 移民政策とは何なのか . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30

5.2 日本にはない「移民政策」 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32

5.3 韓国の移民政策に学ぶ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34

5.4 望ましい移民政策とは . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36

6 おわりに 37



1 はじめに

日本では、外国人受入に注目が集まっている。その背景には、少子高齢化と経済のグローバル化

がある。少子高齢化は人口規模の縮小と 65歳以下の生産年齢人口の減少を招くことから、経済社

会を支える労働力の確保は重要な政策課題となっている。*1他にも、少子高齢化により社会保険料

負担の増大やそれに付随して財政悪化が進むことが推察される。また、経済のグローバル化が進ん

だことを背景に、各国ではイノベーション、ビジネスの創造、雇用の増加、賃金の上昇の源泉とな

る高度な技能を有する人材の獲得競争を戦略的に行っている。多様な能力、価値観、発想力を持っ

た人材を確保するというダイバーシティの観点が重要視されるようになっていることも、この激化

する人材獲得競争と関連している。*2外国人受入を肯定する意見がある一方で、外国人受入、特に単

純労働者の受入には慎重になるべきであるとの議論もされている。これは、外国人受入が自国労働

者の賃金率の低下や雇用機会の減少（置き換え効果*3）を招くこと、治安が悪化すること、外国人

は社会保険料の担い手ではなく、社会福祉の受け手になってしまい、財政を悪化させること（福祉

の磁石*4）などが懸念されているからである。*5

近年における移民に関する主な傾向は OECD (2013)にまとめられている。それによれば、移民

は 2001年から 2011年において OECD諸国の総人口の伸びの 40%を占めている。また、2010年

から 2011年にかけて OECD諸国への永住型移民は 2%ポイント増加し、2012年も同様の増加を

*1 但し、依光 (2005, p.231)で述べられているように、外国人受入に関する議論は従来の経済社会を継続することが前提
で行われている。少子高齢化社会においても持続的な発展を遂げていくためには、経済社会そのものを変革させるこ
ともふまえた議論が必要である。本論文では、外国人受入における労働力確保といった量における議論だけでなく、
ダイバーシティが浸透することによるイノベーションの促進といった質に関する議論も行う。

*2 少子高齢化が進み、市場が縮小傾向にある日本ではなく、成長の期待される海外で働く日本人が年々増加しつつあ
る。外務省海外在留邦人数調査統計によれば、日本人の海外流出は年々増加し、2005年には約 101万人、2008年に
は約 112万人、2011年 10月時点で約 118万人の日本人が海外に在留している。グローバル企業にとって、新興国と
比べると、日本への進出のメリットは低く、また、日本企業のグローバル展開はより一層加速すると考えられ、生産
性の高い日本人の流出が今後加速していく可能性もある。

*3 置き換え効果とは、国内労働者が外国人と代替関係にあることで生じる効果のことである。
*4 福祉の磁石 (Welfare Magnet）とは、社会保障制度が充実している国に福祉を必要とする外国人が移住してくるとと
もに、従来からいたそのような外国人の母国への帰還を思い留まらせるという、福祉の充実がもたらす副作用のこと
である。福祉を充実させるほど、その受給者を集めることにつながり、そのことが福祉を手厚くする政府の財政悪化
や治安の悪化につながる可能性が指摘されている（詳細は Peterson and Rom (1990)を参照）。

*5 例えば、他の労働者の就業機会を減少させる恐れがあること、労働市場の二重構造化を生じさせること、雇用管理の
改善や労働生産性の向上の取り組みを阻害し、ひいては産業構造の転換などの遅れをもたらす恐れがあること、景気
変動に伴い、失業問題が発生しやすいこと、新たな社会的費用の負担を生じさせること、送出国や外国人労働者本人
にとっての影響も極めて大きいと予想されることが懸念視されている。
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示すと予測されている。各国では高度人材の確保に力を入れるようになっており、オーストラリア

やカナダなどで実施されているポイント制度、アメリカのグリーンカードを模して作られた EUの

ブルーカード制度*6が例としてあげられる。他にも、投資家や起業家の誘致政策にも注目が集まっ

ている。*7一方で、自国労働者の失業を懸念して外国人の採用を制限する傾向も見られており、移民

の雇用情勢は悪化している。*8移民の労働市場への統合政策への優先度やそこに投入されている公

的資金の規模は国によって異なっており、統合政策に対して多額の公的資金を入れた国もあれば、

景気後退や財政上の制約から公的資金を大幅に減らした国もある。

外国人受入が受入国に良い効果をもたらすかどうかは、受入国の必要とする人材かどうか、例え

ば、高度な技術・技能を有する労働者なのかによって異なる。労働政策研究・研修機構 (2013) で

は、デンマーク、フランス、ドイツ、イギリス、EU、アメリカ、韓国、シンガポールの高度人材を

中心とした外国人受入政策の変遷や概要を紹介している。これら国々では、新地開拓や戦後復興、

好景気の際の労働力不足を補うべく、外国人を一時的に受け入れた歴史を持つ。ところが、景気後

退を機に多くの外国人が失業し、中には不法移民となる者もおり、社会的問題が生じたことから

「抑制的移民政策」を実施することとなった。このことを教訓として、外国人を誰でも受け入れる

のではなく、受入国に良い影響をもたらす者は優遇して受け入れ、悪い影響をもたらす者は排除す

るという「選択的移民政策」がヨーロッパを中心に現在実施されている。

日本では、専門的な技術・技能や知識を有している外国人の入国は認めているものの、単純労働

に就労することを目的とした外国人（特別永住者や日系人など一定の身分や地位を有する者として

在留を認める場合を除く）の入国は認めていない。最近は 2012年 5月からポイント制度を導入し、

専門的な技術・技能や知識を有する外国人の受入を進めている。*9ポイント制度は、これまで移民受

*6 EUにおいては、加盟国の労働者（およびその家族）は、他の加盟国で労働を希望する場合、入国査証なしに加盟国
に入国することが可能であるものの、EU域外からの労働者は適用対象外である（労働政策研究・研修機構 (2006)）。
これに対し、ブルーカード制度は一定の基準を満たす EU域外の高度人材であれば、EU域内の移動の自由を確保す
る制度である。EUとはいっても、イギリス、アイルランド、デンマークはブルーカード制度の適用除外となってい
る。詳細は労働政策研究・研修機構 (2013)を参照。なお、本研究で取り上げる先行研究では、EU加盟国を対象にし
た研究も含まれているが、その中では受入国以外から来た労働者を移民としており、EU域内の別の国から来た労働
者も移民として扱っている。

*7 受入国の欲する移民を確保するのにどのような政策が有効かについて、Ruhs (2008) はイギリスにおける移民政策、
Lucas (2005)、Aydemir and Borjas (2007)は北アメリカの移民政策に焦点を当てて議論している。

*8 OECD諸国の多くで移民の長期失業の問題が深刻化しており、2012年には失業中の移民のほぼ 2人に 1人は失業期
間が 1年を超えているという。特に移民の若者と低技能者は経済危機から大きな打撃を受けたが、女性と高技能者は
それほど大きな影響を受けていないというように同じ移民でも影響が異なっている。送出国ごとに見ると、中南米、
北アフリカからの移民が最も多く失業者に転じている。

*9 日本におけるポイント制度とは、現行の外国人受入の範囲内で、経済成長や新たな需要と雇用の創造に資することが
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入を進めてきた海外諸国において日本よりも早く実施されている。例えば移民大国であるオースト

ラリアやカナダでは評価項目を細かく設定し、必要とする外国人が優先的に流入するようにしてい

る。また、受入後の実態確認調査も厳しく行っており、不法移民の流入を防いでいる。*10これに対

し、日本では評価項目が比較的粗く、受入後の実態確認も厳格に行われていない。日本のポイント

制度のその他の特徴として、ポイントに到達するにはハードルの高い設定になっていることもあげ

られる。高度人材の外国人受入を進めているとはいえ、日本は外国人受入に積極的であるとは必ず

しも言えない。日本における外国人の雇用対策の基本的な考え方として、2008年 2月の厚生労働

大臣告示での雇用対策基本方針でも述べられているように、労働力確保については、まずは国内の

若者、女性、高齢者などの労働市場への参加の実現が重要であるとしている。*11日本が外国人受入

を本格的に行っていくためには、現在の消極的な受入れ姿勢を変えていく必要がある。

加えて、そもそも現状の日本が外国人にとって移住先として魅力的な国として映っているわけで

はないことも、日本は認識しておく必要があることを強調しておく。外国人が日本で生活をするに

あたっては、世界での汎用性に乏しい日本語の習得が必要不可欠である。これに加えて、少子高齢

化が急速に進展し、経済が縮小していくことが予想される国にあえて移住するという移民はそう多

くないだろう。日本に外国人を呼び込むためには、日本へ移住するモチベーションを高めることも

進めていくべきである。移住を決める要因には、例えば、移住先での所得水準が高いこと、安全性

期待される高度な能力や資質を有する外国人（＝高度人材）の受入を促進するため、ポイントの合計が一定点数に達
した者を「高度人材外国人」とし、出入国管理上の優遇措置を講ずる制度である。ポイントの評価は、申請人本人の
希望に応じ、高度人材外国人の活動内容を①学術研究活動、②高度専門・技術活動、③経営・管理活動の 3つに分類
し、それぞれの活動の特性に応じて、「学歴」、「職歴」、「年収」、「研究実績」などの項目ごとにポイントを設定し、評
価を実施する。ポイント評価の結果、70点以上獲得した者を高度人材外国人とし、①複合的な在留活動の許容、②
「5年」の在留期間の付与、③在留歴に係る永住許可要件の緩和（概ね 5年で永住許可の対象とする）、④入国・在留
手続の優先処理、⑤高度人材の配偶者の就労、⑥一定の条件の下での高度人材の親の帯同の許容、⑦一定の条件の下
での高度人材に雇用される家事使用人の許容といった出入国管理上の優遇措置が付与される（詳細は法務省入国管理
局 http://www.immi-moj.go.jp/info/120416_01.html（2013年 5月 20日閲覧）を参照）。

*10 オーストラリアのポイント制度については、https://www.immi.gov.au/skilled/general-skilled-migration/points-
test.htm（2014 年 2 月 10 日閲覧）、カナダのポイント制度については、http://www.cic.gc.ca/english/immigrate/
skilled/apply-factors.asp（2014年 2月 10日閲覧）が詳しい。

*11 外国人受入は、労働力となる移民が受入国に供給されることで受入国の経済に直接的に影響を及ぼすが、海外直接投
資や国際貿易（労働集約財の輸入）も間接的に影響を及ぼす。海外直接投資は受入国に本社のある企業が送出国に生
産拠点を置くことで送出国の労働力を活用することになり、また、国際貿易も労働集約財を送出国から輸入すること
で送出国の労働力を活用することにつながり、受入国の経済に間接的に影響を及ぼす。後藤 (2004)では、日本と東
アジア諸国における移民労働の効果を海外直接投資及び貿易自由化の効果と比較している。その結果、日本が外国人
を受け入れた場合、東アジア諸国の厚生水準を高める効果があることが確認されたが、厚生水準の上昇は海外直接投
資及び貿易自由化においても可能で、とりわけ貿易自由化のプラスの効果は大きいことが示されている。このことか
ら、高齢化に伴う人手不足に対処するには、まず国内労働力の有効活用と外国人労働力の間接的活用を進めるべきで
あると結論づけている。
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が高いこと、母国から移住先の距離が短いこと、移民のネットワークが確立されていることなどが

あり、とりわけ母国よりも移住先での所得や GDP水準が高いことが移住を決定する際に特に重要

視されており、この点に関する研究の蓄積は多い。*12日本で外国人受入を促進していくにあたって、

外国人が居心地良く生活できるように、受入れの準備をあらかじめ進めておくことも、日本におけ

る課題の一つである。

外国人を労働力として受け入れた場合、さしあたってその効果は賃金や雇用に及ぶことは間違い

ない。しかし、波及効果まで考えれば、社会保障、財政など広範囲に渡る。例えば、高度な技術・

技能を有する外国人を受け入れることにより、企業ではイノベーションが促され、労働市場におい

て賃金や雇用にも影響を及ぼす。また、生産効率の高まった財・サービスの価格低下により家計部

門にも影響を与える。外国人の受入により税・社会保険料が増加すれば、歳入が増え財政を健全化

させ、それに伴い社会インフラが整備され、外国人に対する福祉サービスも充実するようになるこ

とも予想される。*13

本論文では、経済成長、イノベーション、産業の高度化、賃金、雇用・失業、税・社会保障、財

政など、広範囲にわたる影響について検証するため、日本が受け入れている外国人労働者だけでな

く、永住を前提として受け入れる移民についても注目し、移民を受け入れている国々に起こってい

る影響についてもサーベイを行い、少子高齢化が急速に進む日本での外国人受入の経済効果につい

て検討する。*14外国人受入に関するサーベイは数多く存在し、最近では、Kerr and Kerr (2011)、佐

*12 Zimmermann (1995)、Hatton and Williamson (1998)、Bauer and Zimmermann (1999)、Coppel, Dumont and Visco
(2001)、Munshi (2003)、Mandorff (2007)、Kerr (2010a)を参照。

*13 この他にも、移民の流入は財・サービス価格の低下を通じて受入国に良い影響をもたらすことも指摘されている。
Lach (2007) は 1990 年代のソビエト連邦崩壊を契機にソ連から流出した移民がイスラエルに流入したことを利用し
て、移民流入が財・サービス価格に与える影響を分析している。分析からは、移民の割合が 10%増加した場合に価
格が 3%ポイントから 4%ポイントの幅で低下していることを確認している。また、Cortes (2008)はアメリカを対象
に非熟練外国人労働者の増加が家事労働サービス価格に与える影響を検証している。その結果、非熟練外国人労働者
の割合が 10%増加した場合に家事労働サービス価格が 2%ポイント低下していることを確認している。さらに、こ
れにより受入国の熟練労働者の厚生が高まっていること、一方で家事労働市場における移民同士の競争が激しくなる
ことで既存の外国人労働者の厚生は低下していることも明らかにしている。

*14 ここでは「移民」と「外国人労働者」の用語を区別せずに扱う。移民は「受入国の国民になり、永住を前提に入国す
る外国人」、外国人労働者は「受入国で労働するために入国し、いずれは受入国から出国する外国人」であるが、外国
人労働者もいずれは受入国に永住するようになるケースは少なくない。これについて、依光 (2005)では、日本は永住
を前提とした外国人の受け入れを認めていないため、この点においてカナダやオーストラリアのような移民受入国で
はないものの、永住許可者や国籍取得者は年々増加の一途を辿っており、結果的に移民が国内で増加していることを
指摘している。このことから、用語を使い分ける必要性はそれほど高くないと考える。また、外国人受入について議
論する際には、ひとつの分野に限らず、多くの分野に渡ってその効果の有無を確認し、総合的に判断を行ったほうが
有意義であると考え、本論文ではより広義な「移民」の受入に関する効果を主に検証する。
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藤・町北 (2012)、神野 (2013)などの優れた研究がある。*15また、海外諸国における外国人政策*16に

ついては、労働政策研究・研修機構 (2013)に詳細な解説がある。本論文では、これら研究では詳し

く紹介されていない経済成長やイノベーションについてもサーベイを行っている。また、外国人を

受け入れる際に議論される事柄、すなわち経済成長への貢献、自国労働者との代替・補完関係、そ

して受入により生じるコストなどについて日本と海外の研究結果を比較しながらサーベイを行って

いる点でも既存のサーベイ研究とは異なる。

本論文の構成は以下のとおりである。第 2節では経済成長への貢献について、経済成長率やイノ

ベーション、産業の高度化について分析した研究を紹介する。第 3節では自国労働者との代替・補

完関係について、賃金、雇用、失業、そして置き換え効果は順応の程度によっても異なることから、

順応についての影響を分析した研究も紹介する。この置き換え効果については、日本でも研究が蓄

積されていることから、第 3節では日本での研究についてもひとつの節として設け、紹介する。第

4節では受入により生じるコストについて、税・社会保障の受給・負担や財政への影響に着目して

既存研究を紹介する。第 5節では第 4節までのサーベイをふまえた上で日本の移民政策のあり方に

ついて考察を加える。そして本論文の結論を述べる。

2 経済成長への貢献

外国人受入の是非を議論する際には、外国人を受け入れることで経済成長が促進されるか否か

が重要な判断材料になる。本節では、移民の経済成長に与える影響について、GDP成長率やイノ

ベーション（特許取得件数）との関係を分析した研究を紹介する。

サーベイを行った結果、高度な技術・技能を有する外国人を雇用することで、イノベーションを

促進し、産業構造の高度化に寄与し、経済成長を実現させることが可能であると結論づける研究が

多く確認された。また、高度な技術・技能を有する労働力は、生産性の高い資本との補完関係が成

立することも指摘されている。他にも、海外から高度人材を受け入れることにより、特許取得件数

*15 他にも Borjas (1994, 1995a, 1999a)、Zimmermann (1995)、Friedberg and Hunt (1995)、Bauer and Zimmermann (1999)、
Card (2005)、Bodvarsson and Van den Berg (2009)などの研究がある。しかし、これらサーベイ研究では、欧米の研
究を中心にサーベイが行われている。この背景には、分析するデータが整っていることが挙げられる。日本では移民
に関する統計の整備が不十分なこともあり、外国人受入の効果を検証する実証研究はほとんど行われていない。今後
外国人を受け入れていくためにも、外国人に関するデータの整備も必要である。

*16 一口に外国人政策と言っても、政策の中身は多様である。外国人政策を二つに大別すると、外国人の出入国に関する
政策と入国した外国人の受入国への定着に関する政策に分けられる。本論文で紹介する研究では、明確にこれら政策
について言及されていないが、これら政策の効果を折衷させた仮説に基づく検証が行われている。
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などのイノベーションに関連する統計が増加していることも確認されており、高度人材としての外

国人を受け入れることはイノベーションにも効果がある。

このため、各国では受け入れる外国人の量ではなく、質の面を重視するようになり、高度人材

に対する優遇政策や選択的移民政策が実施されている。Chaloff and Lemaitre (2009), や OECD

(2013)が指摘するように、近年、移民大国であるアメリカ、カナダ、オーストラリア、ニュージー

ランドだけでなく、イギリス、デンマーク、オランダでもより高度な教育を受けた移民に対する優

遇措置を導入しており、多くの国々で選択的移民政策が実施されている。こうした傾向は今後も続

くことが予想されることから、人材獲得競争がさらに激化していくことはほぼ間違いない。

2.1 受入国の人的資本の蓄積・経済成長率に与える影響

経済成長理論によれば、人口減少に伴って労働資本比率が上昇すると、いわゆる「負の資本希釈

化効果」によって一人当たり実質 GDP の上昇が起きると説明される。しかし、Mankiw, Romer

and Weil (1992)や Levine and Renelt (1992)などの新古典派における経済成長に関する実証研究で

は、各種要因をコントロールした場合、人口成長率の低下は一人当たり実質 GDPを増加させるも

のの、その効果は長期的には有意に観察されていない。このため、人口減少社会において経済成長

を維持していくためには、何かしらの方策を講じる必要があり、特に経済成長の
かなめ
要である人口成

長率と技術進歩率の両方を上昇させる取り組みが求められる。*17

これに関して、外国人受入、特に高度な技能・技術を有する移民の受入は両方に影響を及ぼすと

推察される。なぜなら、外国人を移民として受け入れた場合、家族を形成し、次世代の労働力の担

い手となる子どもが生まれることで人口成長率が増加し、さらにその受け入れる外国人が高度人材

である場合には、研究開発にそれら外国人労働力が投入されることで、イノベーションの誘発に寄

与するからである。

受け入れる外国人のタイプについては、既存研究でも言及されている。Walz (1996) は、Lucas

*17 三好 (1999)では、日本において生産年齢人口を維持するためには、2000年から 2004年まで毎年 45万人から 65万
人、2005年には 80万人以上、2006年から 2009年の間では 100万人以上の移民を継続的に受け入れていく必要があ
ると推計している。また、坂中 (2013)は、今後 50年間で移民を 1000万人受け入れる「移民立国」構想を提唱し、移
民が農業分野や人口ピラミッドを改善し、介護分野の労働力となると期待している。しかし、神野 (2013)は、2000
年から 2009年までの在留外国人（登録外国人）の平均純増数が約 6万 3000人で、三好が推計した必要な人数には遠
く及ばないことを指摘しており、加えて、法務省「在留外国人統計」で在留外国人（登録外国人）数が 2009年から
減少に転じ、その後も減少し続けていることが確認されていることからも、現状では外国人受入のみで人口を維持す
ることは困難であると推察される。
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(1988)に基づいて２国間の内生的経済成長モデルを構築し、経済成長率は２国間の初期の特性およ

び高度人材の移民の受入状況によって決まることを明らかにしている。Robertson (2002)では、宇

沢＝ルーカスモデルに非熟練の移民を導入し、非熟練の移民の流入は受入国の経済成長を低い水

準で推移させることになると結論している。Lundborg and Segerstrom (2000, 2002)は、Grossman

and Helpman (1991)の経済成長モデルに移民を取り入れて分析し、外国人の流入は経済成長を促す

と述べている。Bretschger (2001)でも、高度人材の移民は研究開発のコストを引き下げることに加

え、その財の市場シェアを高めることを通じて、経済成長を促すことを示している。反対に、移民

の増加は長期的に見て経済成長にマイナスの影響を与える可能性もある。これは、Dolado, Goria

and Ichino (1994)や Barro and Sala-i-Martin (1995)で指摘されているように、移民の流入により人

口成長率が上昇し、一人当たりの利用可能な資本が減少するためである。

理論研究からは、経済成長にとっては、高スキルの外国人を受け入れることが望ましいことがわ

かっているものの、資本の希釈化効果の大きさ次第で外国人受入の経済成長に与える影響の大きさ

は変わるため、一概に外国人受入の是非を判断することはできず、実証研究による検証が必要であ

る。*18Dolado et al. (1994)では、1960年から 1985年のOECD23カ国のデータを用いて、ソロー＝

スワンモデルによる分析を行っている。結論として、移民の教育水準は自国労働者の 80%程度で

あり、移民が増加すると受入国における人的資本の平均水準が低下し、一人当たり経済成長率にマ

イナスの効果をもたらしている。しかし、近年において海外からの移民は高い人的資本を有するよ

うになっており、移民が経済成長にマイナスの影響をもたらすかどうかは再考される必要がある。

このことから、Boubtane and Dumont (2013) は、Dolado et al. (1994) が対象とした分析期間以降

の 1986 年から 2006 年の OECD22 カ国の経済成長に対する移民の影響を検証している。分析に

は、移民の技術水準や出生地を海外か国内かを識別できるデータを用い、移民に関する変数の内生

性を考慮するために GMM推定を行っている。分析の結果、移民によりもたらされた人的資本蓄

積はプラスの影響、資本の希釈化はマイナスの影響を経済成長に与えており、それら効果を包括す

ると移民受入は小さいながらも経済成長にプラスであることが明らかとされている。なお、選択的

移民政策を行っている国においては、資本の希釈化効果はネットで見てかなり小さいことも確認し

*18 Ortega and Peri (2009)は、移民の流入が総雇用、総労働時間、物的資本蓄積、そして全要素生産性に影響を与えてい
るかどうかについて、1980年から 2005年の OECD14カ国のデータを用いて分析している。その結果、移民は雇用
と資本ストックを増やすが、全要素生産性には有意な影響を及ぼさないことが示されている。
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ている。

2.2 受入国のイノベーションに与える影響

経済成長には技術進歩が果たす役割は大きい。この小節では、外国人受入とイノベーションの関

係について分析した既存研究を紹介する。外国人労働者を特に高度人材として研究開発分野で受け

入れる場合、イノベーションの促進につながることが指摘されている。*19

Berliant and Fujita (2011, 2012)は、ダイバーシティがイノベーションに貢献することを理論的に

明らかにしている。人々の知識は同じものが複数集まっても相乗効果を生じさせないが、互いに異

なる知識を持つ人材が集まることで相乗効果が生まれることをモデルで明示しており、人々がそれ

ぞれ異なる知識を共有し合い、新しい知識を創造していくためには、共通の知識（共通の言語や関

心のある分野についての知識）も同時に必要であることも示唆している。また、ダイバーシティは

進めば進むほど良いわけではなく、適切な多様化の程度が存在することを示していることも興味深

く、後述する実証研究でも確認されている。

外国人労働者とイノベーションの関係をサーベイした Alesina and La Ferrara (2005) によれば、

研究によってプラスの関係もマイナスの関係も確認されている。Peri (2007a)、Zucker and Darby

(2007)、Hunt and Gauthier-Loiselle (2010)、Kerr (2010b)、Kerr and Lincoln (2010)は、受入国は海

外から教育水準の高い外国人を受け入れることで、イノベーションを促すことを明らかにしてい

る。Ottaviano and Peri (2006)、Südekum, Wolf and Blien (2009)、Niebuhr (2010)、Ozgen, Nijkamp

and Poot (2011, 2012, 2013)でも、ダイバーシティが進めば、より高いイノベーション水準を達成す

ることが指摘されている。しかし、Ozgen et al. (2011, 2012, 2013)は、外国人労働者の占める割合

が大きくなりすぎるとイノベーションが少なくなることも指摘しており、Berliant and Fujita (2011,

2012)が述べるように、ダイバーシティが進みすぎることは必ずしも好ましくないという見解が実

*19 Giovanni (2007)によれば、1990年から 2000年にかけてのアメリカでのノーベル賞受賞者の 26%が移民であり、これ
は 2000年の外国人人口が 12%であったこともふまえると高い割合である。Anderson and Platzer (2006)では、1990
年から 2005 年のアメリカにおいて公的支援を受けた起業家の 25% が移民であること、Wadhwa, Saxenian, Rissing
and Gereffi (2007)では、2006年に売上が 100万ドル以上のハイテク企業の起業家の 25%が移民であることを示して
いる。Kerr (2010a)は、2004年までの特許取得総数のうち 12%が中国とインド出身者によるものであり、Wadhwa
et al. (2007) でも、アメリカからの国際特許取得数の 24% がアメリカ人以外の者により取得されていることを指摘
しており、アメリカの特許シェアの急増に外国人は寄与している。なお、Cervantes and Guellec (2002)、Freeman
(2006)、Kerr (2008a)、Kerr and Lincoln (2010)は、科学技術分野におけるアジアからの移民の活躍によって 1990年
代のアメリカ経済は成長が促されたと指摘している。
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証研究でもされている。Ozgen et al. (2011, 2012, 2013)はオランダについての分析であるが、これ

と類似した結果が、ドイツについて分析した Niebuhr and Peters (2012)、デンマークについての

Parotta, Pozzoli and Pytlikova (2011)、そしてイギリスについての Lee and Nathan (2010)でも得ら

れている。このように、多くの研究ではダイバーシティがイノベーションを推進すると結論してい

るが、Østergaard, Timmermans and Kristinsson (2011)は、デンマークの企業においてダイバーシ

ティの有意な効果はないとの結論を得ている。Maré, Fabling and Stillman (2011) もニュージーラ

ンドの企業において、文化的ダイバーシティにはイノベーションを高める効果がないことを示して

いる。*20

外国人労働者の受入とイノベーションの効果については、特に IT分野で研究が蓄積されている。

Kerr and Lincoln (2010)は、1995年からのアメリカの SE労働者の純増の半数以上が移民によると

試算している。これは、Hunt(2010)で指摘されているように、SE労働者になる移民の多くが高い

スキルを持つためである。Stephan and Levin (2001)は、アメリカにおいて外国人が科学技術分野

の発展に貢献していることを明らかにしている。特に海外で生まれ、高度な教育を受けた外国人が

その貢献に寄与していることから、アメリカはブレイン・ドレインによる便益を得ているとしてい

る。これと関連して、Ioannidis (2004) は、Institute of Scientific Information(ISI) で論文が高い頻

度で引用されている研究者 1523人のクロスセクション・データを用いて分析を行っている。その

結果、約 3分の 1の研究者が出生国とは異なる国で現在研究をしており、さらにその 4分の 3がア

メリカで研究をしていることを確認している。Hunter, Oswald and Charlton (2009)は、世界でも

著名な物理学者の半数近くが出生国以外の国で就業していることや、研究開発投資が多い国ほどそ

のような学者を誘引できることを明らかにしている。*21国内に高度人材の外国人を呼び込む政策は

当然重要であるが、Saint-Paul (2004)、Constant and D’Agosto (2008)などが高い技術・技能を有す

る自国労働者の海外流出の可能性を指摘するように、国内の優秀な人材の流出を食い止めることも

同様に重要であり、研究開発機関や大学の果たす役割は大きい。*22

*20 Herring (2009)は、ダイバーシティが企業の売上、利潤、顧客数を有意に増加させていると指摘している。同論文は、
アメリカにおける人種や性別におけるダイバーシティが企業業績に与える影響を分析し、人種のダイバーシティは売
上、顧客数、市場シェア、利潤を増加させること、性のダイバーシティも売上、客数、利潤を増加させていることを
明らかにしている。

*21 専門的・技術的外国人労働者の流入に関する研究は、ブレイン・ドレインの研究に多く、例えば、Lucas (2005)、
Freeman (2006)、Kerr (2008b)がサーベイを行っている。

*22 移民を受け入れる効果だけでなく、自国労働者が海外に流出する効果についても近年研究が行われている。Card and
DiNardo (2000)、Card (2001)、Peri (2007b)は自国労働者の流出の効果は小さいと結論している。しかし、Partridge,
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2.3 受入国の産業構造の高度化に与える影響

前節では、外国人、特に高度な技術・技能を有する外国人を受け入れることが、受入国にとって

プラスの影響があると主張する研究が多いことを述べた。しかし、外国人の質を考慮せずに受け入

れた場合、受入国にマイナスの影響を及ぼす可能性もある。本節では、外国人受入と産業構造の高

度化との関係について分析した研究を紹介する。これらの研究の多くは、非熟練の外国人労働者の

流入が低生産部門を残存させることを指摘している。

Lewis (2004, 2005)は、移民が多く流入した地域では新技術の導入を積極的に行う企業が少ない

ことを実証的に明らかにしている。また、Card (2005)は、同じ産業でも外国人労働者を導入した

地域とそうでない地域とでは、異なる生産技術を用いている可能性があることを示しており、外国

人労働者を多く雇用している地域では、労働集約型の生産を行う傾向があるとしている。さらに、

Beaudry and Lewis (2006)は、過去に大卒者が高卒者に比べて多かった地域ほど、コンピュータな

どの新技術導入を積極的に現在進めていることを確認している。高い技術・技能を有する労働者が

多く供給される地域では、それら高度人材の賃金が低いことから新技術の導入が進み、高い収益率

を達成しているとの解釈である。以上で紹介した研究では、外国人受入は低成長部門を温存させて

いるという結果を得ているが、Card and Lewis (2007)では、へクシャー＝オリーンのトレードモデ

ルを用いて、外国人労働者の増加と受入地域における労働需要との関係を調べているが、ここでは

明確な結果が得られていない。

産業構造の高度化や企業の新規参入については、日本でも中村・内藤・神林・川口・町北 (2009)

が実証分析を行っている。分析の結果、労働集約的な企業や非熟練労働者比率が高い企業において

外国人労働者を導入した場合、その企業の存続確率を中長期的に高めていることから、産業構造の

高度化や企業の新規参入を遅らせているが明らかとなっている。この結果は、Lewis (2004, 2011)

や Card (2005)などの研究結果とも整合的である。

Rickman and Ali (2008)のように周辺諸国に大きな影響を及ぼすことを示す研究や、Card and Lewis (2007)のように
産業の調整スピードが遅いことを指摘する研究などもあり、流出による影響については必ずしも断定できない。こ
のような研究が可能になってきたのも、移民の出身国などについての詳細な情報を有するデータが構築されるよう
になったことが背景にある。例えば、Dumont and Lemaître (2005)では、OECDが加盟国内における海外生まれの
人々に対して出身国などの詳細な情報を有するデータを構築するようになったことにより、流出率の計算が可能に
なったことをメリットとして挙げている。
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2.4 経済成長への貢献に関するサーベイのまとめ

本節では、外国人受入が受入国の経済成長に与える影響を検証するため、人的資本蓄積・経済成

長率に与える影響、イノベーションに与える影響、産業構造の高度化に与える影響という観点から

サーベイを行った。これらに関する先行研究をサーベイした結果、外国人をやみくもに受け入れる

のではなく、質の面を考慮して受け入れるべきであることがわかった。つまり、高度な技術・技能

を有する生産性の高い外国人を受け入れることで、イノベーションが促され、産業構造の高度化を

抑制することなく、経済成長は達成される。

しかし、これまで紹介した研究では外国人流入が外生要因として経済成長に与える影響を分析し

ていたが、経済成長が進んで移民の流入が増えるという逆の因果関係も生じると推察される。例え

ば、Morley (2006)では、1930年から 2002年までのオーストラリア、カナダ、アメリカのデータを

用いた自己回帰分布ラグモデルによる分析から、一人当たり GDPから移民への長期的な因果関係

は確認できたものの、逆向きの因果関係は確認していないことを示している。これに対し、Islam,

Khan and Rashid (2012)は、長期的に見た場合、一人当たり実質 GDPが上昇すると移民の流入が

促され、それにより需要が増え、生産性も高めることを示している。しかし、新しく移住してきた

移民は受入国の文化や言語の違いを克服するのに時間がかかるため、短期的には移民が一人当たり

実質 GDPに与える影響は観察できないと説明している。このように、特に長期においては外国人

流入が内生的に起こっている可能性も示唆されていることから、外国人流入の内生性を考慮する研

究も今後蓄積されていく必要がある。

3 自国労働者との代替・補完関係

外国人受入の際に危惧されることのひとつとして、自国労働者の賃金低下や就業機会の減少と

いった悪影響が挙げられる。これに関して、本節では外国人労働者と自国労働者との代替・補完関

係に関する先行研究を紹介する。外国人労働者と自国労働者との代替・補完関係については、「置

き換え効果」の有無を検証する研究が賃金、雇用、失業の分野で数多く蓄積されている。*23外国人

*23 置き換え効果に関する研究では、Wright and Reibel (1997) や Card and DiNardo (2000) など外国人労働者流入によ
る自国労働者の他地域への移動について分析する研究が存在するように、自国労働者の他地域への移動（クラウディ
ングアウト効果）をコントロールする必要性が指摘されている。Borjas G. and Katz (1997)では、地域特性をコント
ロールして分析を行った結果、受入による賃金への影響は必ずしもマイナスではないことを明らかにしている。他に
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労働者の流入が受入国の労働市場に与える影響は、外国人労働者と自国労働者を同質な労働力と仮

定する限り、外国人労働者が増加することにより受入国の賃金は低下し、それに伴い自国労働者の

供給も減少すると、一般的に考えられている。しかし、前提となっている外国人労働者と自国労働

者の同質性を仮定は制約がきつく、*24また、外国人受入効果をどの程度のタイムスパンで評価する

かによっても結果は異なる。こうした指摘を受けて、Card (1990)に代表されるように、外国人労

働者の流入が地域の賃金率や失業率に与える影響について、様々な地域や労働者の質、期間を対象

に研究がなされてきた。*25

置き換え効果について検証した研究をサーベイした結果、外国人受入による賃金、雇用への影響

は小さく、ゼロに近いことが指摘されている。Kerr and Kerr (2011)は先行研究をサーベイして得

られた賃金弾力性や雇用・失業の変化率を表にまとめている。それによれば、研究対象とする国

や時期によって効果にばらつきがあり、一定の結論が出ていないことが示されている。大きな効

果を示す先行研究も中にはあるものの、多くの研究では受入国の人口もしくは労働力人口に占め

る移民の割合が 1%ポイント増加することによって、賃金は ±0.1%ポイント前後、雇用や失業は

±0.15%ポイント前後変化する程度であり、影響は総じて小さいことがわかっている。*26

3.1 受入国の賃金率に与える影響

外国人受入による賃金率への影響を分析した研究には、Borjas (1994)、Friedberg and Hunt (1995)、

Dustmann, Glitz and Frattini (2008)、Longhi, Nijkamp and Poot (2005, 2008)、Okkerse (2008) な

どがある。これらの研究によれば、外国人受入による賃金弾力性は小さいかもしくはゼロに近いと

も、Card (2001, 2005)は、受入による自国労働者の移動と賃金への影響を合わせて分析している。
*24 外国人労働者と自国労働者の同質性に関しては、移民の出身国の違いを考慮した分析が行われている。例えば、

Antecol, Cobb-Clark and Trejo (2003)、Aydemir and Borjas (2007)、Algan, Dustmann, Glitz and Manning (2010)を
参照。

*25 例えば、こうした視点に立った最近の研究としてDustmann and Glitz (2005)、Peri (2007b)、Ottaviano and Peri (2008,
2012)、Cortes (2008)、Borjas, Grogger and Hanson (2008)があげられる。これらの研究では、地域間比較や一般均衡
モデルによる置き換え効果の分析が行われてきた。地域間比較では、移民が多く流入した地域と少なく流入した地域
を比べている。しかし、近隣の労働市場に及ぼす波及効果や世代効果を考慮しなければならないといった問題、サン
プル期間が短く狭い地域に限定されすぎる問題、価格変化などの一般均衡による効果を無視している問題などを考慮
する必要がある（詳細は Card (2005)を参照）。また、一般均衡モデルにおける研究では、労働市場で同時に発生した
イノベーションによる効果と移民の効果を識別することが可能であるが、分析に適したケーススタディを見つけるこ
とが難しいといった問題や、分析結果が仮定に大きく依存してしまいうといった問題がある（詳細はOkkerse (2008)
を参照）。

*26 置き換え効果の分析に関しては、受入国と送出国双方のデータが充実していくほど、Chiquiar and Hanson (2005)の
ように受入国と送出国双方に対して移民がどのような効果をもたらすのかについて同時に分析することが可能とな
る。
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いうことが確認されている。*27

外国人受入の賃金率への影響に関する研究は、ドイツに数多くの蓄積がある。そのなかで、

Pischke and Velling (1994)、Winter-Ebmer and Zimmermann (1998)は、ドイツでは外国人労働者

の流入が多いにもかかわらず、賃金率に与える影響は小さいことを指摘している。また、Brücker

and Jahn (2011)は、一般均衡モデルによる分析から、移民の流入によりドイツの労働力が 1%ポイ

ント増加すると賃金率は 0.1% ポイント低下すると試算している。効果が小さい理由を探るため、

移民による経済効果を 1980年から 2004年までの長期にわたって分析したところ、移民により労働

力が増加しても資本産出比率は低下しておらず、移民により労働力が増加しても、資本も増加して

調整されることから、結果的に平均賃金は恒常的に変化しなかったことが明らかとなった。また、

Zorlu and Hartog (2005)は、1990年代後半のオランダ、イギリス、ノルウェーの移民流入による

賃金弾力性を測定し、弾力性は小さいことを示している。しかし、Borjas (2003)のように、異なる

モデルケースで分析した結果、受入国における外国人労働者が 10%ポイント増加すると自国労働

者の賃金率が約 3%ポイントから 4%ポイントの幅で低下すると、効果が大きいことを主張する研

究もあり、定量的にも効果は一定していない。

このように結果が異なる背景として、適切に因果関係が考慮できていないという問題がある。特

に、技術革新などの第 3の要因（観察できない要因）による効果は、賃金構造を変化させるだけで

なく、移民の流入にも同時に影響を与えるため、移住が移民自身による選択の結果なのか、技術革

新などのその他の要因によって生じている結果なのかを識別することがきわめて難しい。このこと

から、因果関係を考慮することが推定上重要になってくる。因果関係を考慮している研究例として

は、操作変数法を用いているもの*28や自然実験を利用しているもの*29などがある。*30

外国人受入の効果を総合的に見た研究では、外国人受入の効果は小さいと結論づけているものが

*27 外国人受入による賃金弾力性が小さいことの理由として、外国人の労働市場への参入時期が移住直後ではないことが
ひとつに挙げられる。賃金に外国人労働者が影響を与えるようになるのは、外国人労働者が労働市場に参入するとき
である。労働市場に参入するにはある程度受入国に順応している必要があるが、選択的移民政策が実施される前は言
語などに問題のある外国人が流入するケースが少なくなかった。これに関連し、3.3節では外国人の順応に関する研
究を紹介する。また、アメリカを対象とした研究とヨーロッパを対象とした研究とを比較すると、アメリカの賃金弾
力性のほうが若干大きいが、これは言語の違いなど、ヨーロッパ独自の要因から生じていると推察される（詳細は
Kerr and Kerr (2011)を参照）。

*28 Altonji and Card (1991)、Pischke and Velling (1997)を参照。
*29 Card (1990)、Hunt (1992)、Angrist and Krueger (1999)、Friedberg (2001)、Edin, Fredriksson and Åslund (2003)を参
照。

*30 Aydemir and Borjas (2011)は、サンプリングの誤差が分析結果に大きく影響することを指摘している。
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多いが、労働力の異質性を考慮するなど、外国人受入の効果を個別に細かく見ていくと、労働者間

で外国人受入による影響は異なることが確認されている。DeNew and Zimmermann (1994a) は、

1980年代のドイツにおける外国人受入で、熟練労働者の賃金率は上昇したが、非熟練労働者の賃

金率は低下したとして、熟練の程度によって影響が異なると述べている。*31Card (2007)、Raphael

and Smolensky (2009)、D’Amuri, Ottaviano and Peri (2010)の研究でも、1990年代からの外国人受

入は、外国人労働者間で賃金率や雇用における置き換え効果を生じさせたが、自国労働者への影響

は小さかったと述べている。Cortes (2008) は、非熟練労働者を自国労働者と外国人労働者に分け

て分析をし、非熟練な外国人労働者が新しく流入すると、既に受入国で働いている外国人労働者の

賃金率を低下させるものの、自国労働者への有意な影響はなかったと結論づけている。Ottaviano

and Peri (2012)は、1990年から 2006年のアメリカにおける外国人受入の効果を雇用と賃金率につ

いて分析したものだが、賃金率に関しては外国人受入は自国労働者の賃金率を 0.6%ポイント上昇

させるが、以前から受入国で働く外国人労働者の賃金率について 6%ポイントも低下させることを

確認している。

3.2 受入国の雇用・失業に与える影響

この小節では、外国人受入が受入国の雇用・失業に与える影響について考察する。Zimmermann

(1996)、Kerr and Kerr (2011) によれば、外国人労働者と自国労働者の置き換え効果は、賃金への

効果と同様に、雇用に関しても小さいと多くの研究で結論づけられている。ただし、Borjas (2003,

2009)では、大きい置き換え効果が観察されている。*32Longhi, Nijkamp and Poot (2006)のサーベ

イによれば、賃金の効果とは逆に、アメリカよりもヨーロッパのほうが雇用における置き換え効果

が大きいという結果が支配的である。また、外国人受入による雇用への効果は、ある程度、賃金へ

の置き換え効果にとって代替されているという。しかし、実際、これら効果はあまり大きくはな

く、統計的に有意な結果が得られていないケースも少なくない。

*31 DeNew and Zimmermann (1994b)でも DeNew and Zimmermann (1994a)と同じ時期、同じ国を対象に分析を行っ
ているが、ブルーカラーの労働者に焦点を当てて熟練度の違いを考慮したDeNew and Zimmermann (1994a)と比べ、
DeNew and Zimmermann (1994b)の方が移民受入による賃金弾力性は小さく推定されている。このように、どの労
働者への影響を見るかによって、分析結果は大きく異なる。

*32 Borjas (2009)は、外国人受入により SEの博士号を持つ労働者向けの労働市場において自国労働者が移民に代わられ
ていると指摘している。このことは、近年、各国とも海外からの高度人材受入に積極的になっていることの結果であ
ると推察される。
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ヨーロッパを対象としたいくつかの研究では、国内の失業率への効果についても検証がなされて

いる。Bauer and Zimmermann (1999) は EU15 カ国を対象に分析を行い、受入国の労働力人口に

占める外国人の割合が 1%ポイント増加した場合、国内の失業率は 0.2%ポイント程度上昇するに

留まるとしたうえで、その効果は小さいと指摘する。Brücker and Jahn (2011)は、ドイツにおける

外国人受入は失業率を 0.1%ポイント弱上昇させるに過ぎないという。Gross (2002)はフランスに

ついて分析しており、外国人受入は短期的に失業率を上昇させるものの、中長期的には失業率を低

下させていると述べている。失業率が低下する理由としては、労働需要が次第に増加し、調整がな

されたことがひとつの要因として挙げられる。

3.3 順応の影響と移民労働者と自国労働者の格差

前小節では、外国人労働者と自国労働者の間に置き換え効果は生じなかったと結論づける研究が

多いことを説明したが、外国人受入の置き換え効果は受入後すぐに観察されるとは限らない。移住

してから時間が経過するにつれて自国労働者との違いがなくなっていき、自国労働者と外国人労

働者のどちらを選んでも同じ（無差別）になっていくのならば、両者の代替性は強まる可能性もあ

る。*33

先行研究によれば、移住期間が長くなるにつれて、賃金格差はなくなることが述べられている。

Carliner (1980)は、アメリカのデータを用い、移住直後の移民は自国労働者よりも収入が低いもの

の、その差は移住後 15年で解消され、30年を過ぎると逆に自国労働者よりも多く稼ぐことを明ら

かにしている。こうした結果が得られる理由のひとつとして長期滞在による移民の語学力向上が挙

げられる。*34Chiswick (1991)、Borjas (1994)は、移民と自国労働者の賃金格差の解消には語学スキ

ルと教育水準が寄与すると指摘している。Chiswick and Miller (2005)は、アメリカを対象に、英語

圏からの移民と英語圏以外からの移民の語学力の違いと賃金との関係を分析し、英語圏以外からの

移民の方が相対的に英語能力が低いため、賃金も低いとの結果を得ている。語学の成熟度と賃金の

*33 順応に関しては、Bisin, E. Patacchini and Zenou (2008)が指摘するように、文化の順応が労働市場での順応に影響を
与えるメカニズムを理解することも重要である。文化的、社会的共存は政策上重要な課題であり、2004年以降のヨー
ロッパ経済の回復に対して、EUレベルでの賃金水準や労働条件の平準化といった労働市場の統合が寄与していたか
どうかを評価する研究が数多く行われている。例えば、Bauer and Zimmermann (1999)、Fertig and Schmidt (2001)、
Boeri and Brücker (2005)、Zaiceva and Zimmermann (2008)を参照。

*34 例えば、McManus, Gould and Welch (1983)、Evans (1986)、Chiswick and Miller (1988, 1992)、Robinson (1988)、Tainer
(1988)など。
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関係についての研究はヨーロッパを対象とした研究に多く、Dustmann (1994)、Dustmann and van

Soest (2002)、Dustmann and Fabbri (2003) があり、両者はプラスの関係にあることが明らかにさ

れている。しかし、LaLonde and Topel (1992)、Schoeni, McCarthy and Vernez (1996)では、移民

と自国労働者との賃金格差は移住期間が長くなるにつれてなくなっていくが、恒常的な格差は残り

続けると述べられている。*35雇用への影響に関して、Chiswick et al. (1997)は、移住してから年数

が経過するにつれて、雇用率の格差はなくなることを確認している。Sarvimäki (2011)も移民の受

入国への流出入を考慮しつつフィンランドを対象に分析を行った結果、移住直後に大きかった雇用

率の格差が急速になくなっていくことを確認している。一方、Borjas (1995a,b) は恒常的な格差は

残ったままであると指摘している。

順応に関しては、移民のコーホートを新規移住コーホートと従来から受入国に居住しているコー

ホート間で比較をした分析も行われている。コーホートについて分析した研究では、近年のコー

ホートほど低学歴化、非熟練化が進んでいるかどうかを検証することが重要な研究トピックになっ

ている。この点について、Borjas (1985, 1993, 1995a, 1999b)、Baker and Benjamin (1995)、Yuengert

(1994) は近年のコーホートのほうが自国労働者の収入よりも低くなっていること、また順応ス

ピードが遅いことを確認し、順応に成功していないと結論づけている。一方、Chiswick (1986)、

LaLonde and Topel (1991)、Card (2005)、Lubostky (2007) は順応は少しずつではあるが進んでお

り、さらなる順応の余地があるとして移民受入を比較的肯定的に捉えている。

Kerr and Kerr (2011)では、既存研究で報告されている移民と自国労働者との賃金格差の大きさ

を整理して表にまとめており、多くの研究で移民のほうが自国労働者よりも賃金が低いことを確

認している。アメリカにおける賃金格差についての研究は多くの蓄積があり、Edin, LaLonde and

Åslund (2000)、Card (2001)では新規移住コーホートほど賃金格差が広がっていることが示された

が、その後も Butcher and DiNardo (2002)、Blau, Kahn, Moriarty and Souza (2003)などのように

研究が精力的に行われている。ただし、Büchel and Frick (2005)のように、スペイン、アイルラン

ド、イギリス、イタリア、ルクセンブルクでは移民のほうが賃金が高いことを確認している研究も

*35 賃金格差は、移民と自国労働者の教育水準や言語の違いだけでなく、受入国の景気によっても影響される。これに
ついて、スウェーデンを対象に研究した Åslund and Rooth (2007) によれば、1990 年代の深刻な不景気時に移住し
てきた移民はその 7年後においても賃金が低いままであることを指摘している。McDonald and Worswick (1998)で
もカナダへの移民に関して景気からの影響を強く受けやすいことを示している一方で、アメリカを研究対象とした
Chiswick, Cohen and Zach (1997)では、そのような影響はないとしている。
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ある。*36さらに、Yuengert (1994)、Bell (1997)、Grant (1999)、Hammarstedt (2003)のように、学歴

や出身国、移住期間などにより格差が大きく異なっているとする研究もある。これらの研究では、

外国人労働者と自国労働者との間で生じている賃金格差は、おもに移民の教育水準の低さが原因で

あると述べられている。

賃金格差の研究結果と同様に、移民と自国労働者の雇用率の差は近年のコーホートほど大きく

なっているとの指摘もある。Angrist and Kugler (2003)によれば、移民は自国労働者と比べて労働

参加率も雇用率も低い。これは、ヨーロッパの労働市場の硬直性がひとつの原因であると指摘し

ている。また、移民の出身国ごとの格差の分析もスウェーデンで数多く行われている。Arai and

Vilhelmsson (2004)は、スウェーデンに流入した移民を北欧諸国からの移民、ヨーロッパ諸国から

の移民、ヨーロッパ以外の国からの移民に分け、自国労働者と比べてどの程度失業のリスクが高い

のかを分析し、ヨーロッパ以外の国からの移民は自国労働者の 2倍近く失業リスクが高いことを明

らかにしている。Nekby (2002) もスウェーデンへの移民について分析し、北欧諸国からの移民は

自国労働者との順応に成功しているが、ヨーロッパ以外の国からの移民は順応に失敗し、自国労働

者との間に格差が生じていることを指摘している。*37しかし、格差は移民が移住してから時間が経

過するにつれて縮小することが確認されている。移住して 5年経たない場合、雇用率は自国労働者

と比べて移民男性で 44%、移民女性で 48%低いものの、移住してから 20年を超えると移民男性で

15%、移民女性で 20%で男女ともに格差が小さくなっている。*38

*36 Büchel and Frick (2005)は、その他にもドイツ、デンマーク、オーストリアについても分析している。その他、ドイ
ツの賃金格差については Constant and Massey (2005)、イギリスの賃金格差については Bell (1997)を参照。

*37 スウェーデンの移民について分析した Vilhelmsson (2000)でも、1970年代のおもな移民は北欧諸国からであって、自
国労働者との雇用格差が大きくなかったことが示されている。

*38 順応に関する研究結果を解釈する際には注意が必要である。これは、欧州の研究において、移民は移住してそのま
ま受入国に居住し続けるのではなく、移住して数年後に受入国から出ていき、その後戻ってくるケースもあること
が確認されているからである。このような研究としては、Lubostky (2007)、Warren and Peck (1980)、Friedberg and
Hunt (1995)、Dustmann (2003)、Dustmann and Weiss (2007)がある。Edin et al. (2000)では、スウェーデンへの移民
の 30%から 40%が順応に失敗し、5年以内に受入国から出国していると指摘している。類似した結果はドイツにつ
いて研究した Constant and Massey (2003)、Bellemare (2003)でも確認されている。このような研究結果が得られて
いることから、移住してからの年数が長い移民コーホートは、順応に成功した移民であると考えられ、順応性が過大
に推定されている可能性もある。これに関して、Lubostky (2007)では、1951年から 1970年のアメリカを対象に分
析を行った結果、収入の低い移民の恒常的な流出は長期的に見て賃金上昇の過大推定を引き起こしていること、短期
的には収入の低い移民が多くを占めていることで移民の賃金水準が低くなっていることを明らかにしている。

19



3.4 日本での研究

賃金や雇用の置き換え効果については、日本でも三谷 (1993b,a)、大竹・大日 (1993)、中村他 (2009)

といった実証研究の蓄積がある。これらの研究結果を総括すると、日本では外国人労働者の流入に

より自国労働者の賃金が必ずしも低下しているわけではなく、むしろ高い賃金が学歴の低い労働者

や女性パートタイム労働者に提示されていることが示されている。また、雇用に関しては、外国人

労働者は低学歴の労働者、女性パートタイム労働者、非正規労働者と代替関係に、正規労働者とは

補完関係にあるが、その効果は小さいことが多くの研究で確認されている。

三谷 (1993b,a)では、外国人労働者と日本の女性パートタイム労働者、特に製造業部門の生産工

程で働く労働者との間で代替関係が生じていることを明らかにしている。しかし、この代替関係は

雇用においてであり、賃金に関してはプラスの関係が観察されている。大竹・大日 (1993) は、自

動車部品、電機、精密機械、工作機械関連企業を対象に、外国人労働者と正規・非正規労働者の賃

金水準や労働需要に与える影響を分析している。そこでは、外国人労働者と資本、非正規労働者と

の間の代替関係、正規労働者との間の補完関係が確認されている。なお、賃金に関しては、複数の

モデルケースで分析を行った結果、外国人労働者の 10%ポイント増加で非正規労働者の賃金率が

3%ポイントから 5%ポイントの幅で低下していることも明らかになっている。

中村他 (2009)は、自国労働者の地域間移動による分析と、若年層のキャリア選択に与える影響に

ついて分析を行っている。自国労働者の地域間移動による分析では、外国人労働者の流入が大きい

地域ほど、日本人労働者の他地域への流出が多くなっており、その効果は大卒より高卒のほうが顕

著であることが確認されている。若年層のキャリア選択に関する分析では、外国人労働者の流入に

より、高校を卒業した日本の若者は当該地域で就業するのではなく大学などへの進学が促されてい

るという結果が得られている。また、賃金に関しては、高卒などの比較的熟練度の低い労働者の賃

金が上昇していることを確認している。新規学卒者の初任給に関する研究では、外国人を雇用して

いる事業所では、他の要因をコントロールしても、学歴の低い労働者（高卒）ほど初任給が有意に

高くなる傾向があることを確認している。外国人労働者の導入が学歴の低い労働者の賃金にプラス

の影響を与えているという結果の解釈として、外国人労働者の導入で、相対的に技術が低く単純労

働に従事する労働者を多く雇用する企業や産業が温存される、もしくは、相対的に安価な労働力を

求めて外国人労働者の導入が進んだところに多くの資本が流入することで、相対的に低い技術を有
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し単純労働に従事する労働者への需要が増え、自国労働者も含めて賃金が上昇することをあげて

いる。

3.5 自国労働者との代替・補完関係に関するサーベイのまとめ

本節では、外国人労働者が自国労働者と代替関係にあるのか、補完関係にあるのか確認すること

を目的に、受入国の賃金および雇用・失業に与える影響について分析した研究のサーベイを行っ

た。サーベイの結果、外国人流入が賃金および雇用・失業に与える影響は非常に小さいことが確認

された。また、労働力の異質性を考慮して分析を行った先行研究からは、外国人労働者と自国労働

者の格差は主に教育水準や技能・技術水準、受入国への順応の程度によるもので、教育が施され、

受入国に順応していくにつれて解消されていくことが明らかにされていた。その他、資本によって

も外国人労働者と自国労働者の代替・補完関係に与える影響が異なることもわかった。

この分野で残された課題として、労働需要がどのようにして決まるかも考慮したうえで分析を進

めていく必要があると考える。これまでの研究では、主に経済が成長段階にあり、労働力を必要と

する国が分析対象となっていた。しかし、日本のように少子高齢化が進む国においては、介護ロ

ボットなどの資本深化が進み、生産において多くの労働力を必要としなくなる可能性もある。*39

その場合、多くの外国人を受け入れたとしても結果的に雇用に結び付かないことも考えられるた

め、労働需要についても考慮した研究が蓄積されていくことが望まれる。

他にも、外国人労働者の賃金が低い理由について、差別が原因であるとする研究もある。例えば

Clark and Drinkwater (2008)は、高学歴の移民が低賃金の仕事についている事実があるとして、移

*39 介護ロボットの技術進歩は急速に進んでいる。介護ロボットには、移乗、入浴、排泄など介護業務を支援することを
目的とする介護支援ロボット、歩行、リハビリテーション、食事、読書など被介護者の自立を支援することを目的と
する自立支援型ロボット、癒しや被介護者の安全を守ることを目的とするコミュニケーション・セキュリティ型のロ
ボットの種類があり、各ロボットの実用化が現在進められている。
経済産業省と厚生労働省は、2014年 2月 3日に「ロボット技術の介護利用における重点分野」を改訂し、転倒検知セ
ンサー、排泄時の姿勢保持支援機器、入浴支援機器など 3項目を新しく開発支援の対象に含めた。これにより、5分野
8項目の重点分野が確立された。また、経済産業省は介護ロボットの本格的な普及に向けて 2014年度から介護施設で
大規模な試用実験も開始する。このように、政府からの後押しもあり、介護ロボットは今後より一層実用化が進んで
いくものと推察される（詳細は経済産業省 http://www.meti.go.jp/press/2013/02/20140203003/20140203003.html
（2014年 2月 5日閲覧）を参照）。
なお、内閣府が 2013 年 8 月 1 日から 8 月 11 日に全国の 20 歳以上の男女 3000 人（実際の回答者は 1842 人）
を対象に実施した「介護ロボットに関する特別世論調査」によれば、在宅介護の際に「利用したい」「どちら
かといえば利用したい」の回答が合計 59.8% に及ぶことが確認されている。一方、介護を受ける際に「利用し
てほしい」「どちらかといえば利用してほしい」と答えたのは合計 65.1% で半数を超えている（詳細は内閣府
http://www8.cao.go.jp/survey/tokubetu/tindex-h25.html（2014年 2月 5日閲覧）を参照）。ニーズが高いこともあ
り、介護ロボットの早急な普及が望まれる。
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民の受入国における待遇について言及している。外国人を受け入れても差別により有効活用できな

い可能性が指摘されていることから、この点に関する研究の蓄積も急がれる。

4 受入によって生じるコスト

3.3節で、高い経済成長を達成するには、受入国の法制度、文化、習慣を身につけ、受入国の言語

での意思疎通が可能な高い技術・技能を有する外国人を受け入れることが求められることを確認し

た。しかし、以上の条件を全て満たした外国人だけを受け入れることは難しく、言語教育を必要と

する外国人は少なくない。また、必要とする外国人を受け入れたとしても、外国人が受入国で生活

する際には、当然のことながら教育、医療・福祉、住宅*40などの各方面にわたって、様々な有形・

無形のコストがかかる。このため、外国人を受け入れることで財政支出が膨大になり、社会的費用

が増大することも考えられる。これに対し、外国人による租税や社会保障費などの支払いが多くな

れば、追加的ベネフィットが得られるという意見もある。このように、外国人を受け入れることに

よって、ネットのベネフィットとコストのどちらが生じるかは外国人受入の是非を議論するうえで

重要である。*41

社会保障の分野では、移民と自国民との間でどちらが多くコストを負担しているのか、あるいは

ベネフィットを得ているのかについての比較研究が行われている。また、外国人受入が財政に与え

る影響についても検証されている。サーベイの結果、ネットで見た場合、自国民に比べて移民のほ

うが税・社会保障負担が小さく、社会保障給付を多く得ていることから、移民はコストを生じさせ

ているとする研究結果が数多く存在する一方、移民はベネフィットを生じさせているとする研究結

果も多く存在する。同様に、財政に与える影響に関する研究でも、移民は財政を支え、将来世代の

負担を軽減することを確認している研究もあれば、財政の健全化には寄与しないとする研究も存在

し、両主張が対立している状況である。これらの研究では、研究対象の拡張や因果関係の考慮など

*40 移民が流入した際の影響として、住宅価格や家賃の高騰が起こることも推察される。これに関して、Saiz (2003, 2007)
は都市ごとに見てアメリカの住宅価格が移民の流入で上昇していることを明らかにしている。反対に、Saiz and
Wachter (2011)では、移民の増加は住宅価格が低くなったことによって起こっていると、逆の因果関係を指摘してい
る。Gonzalez and Ortega (2009)もスペインを対象とした分析から同様の見解を示しており、スペインの住宅ブーム
の 3分の 1を移民流入によって説明することができると結論している。

*41 Borjas (1999c)は、「福祉の磁石（welfare magnet）」について議論し、労働市場において立場の低い外国人は、自国民
よりも社会保障に依存する可能性が高いことを指摘している。この点について、De Giorgi and Pellizari (2006) は、
移民が福祉の充実している国を移住先として選んでいる傾向は見られるものの、その効果は小さいもので、賃金の高
い移住先のほうが選ばれやすいことを明らかにしている。
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を行いつつ、相反する主張に対して反論を繰り返し行っている。*42

4.1 受入国の税・社会保障の受給・負担に与える影響

この小節では、アメリカ、カナダ、北欧を対象に移民と自国民との税・社会保障の受給・負担に

ついて分析した実証研究を紹介する。アメリカ、カナダ、北欧を比較した場合、アメリカ、カナダ

よりも北欧のほうが移民受入により大きなコストが生じている。

Blau (1984)、Tienda and Jensen (1986)ではアメリカを対象に分析しており、移民の家族は似た属

性を持つアメリカ人の家族と比べて社会福祉の利用頻度が少ないと結論づけている。両研究では、

1976年から 1980年のクロスセクション・データを用いた分析を行っていることから、移民のコー

ホートごとの滞在期間中における社会福祉サービス利用の変化の違いを識別できていない。このた

め、プーリングデータやパネルデータを用いて、順応の影響を考慮した分析が推奨される。

Borjas and Trejo (1991) は、1970 年代、1980 年代に亘って移民の社会福祉の利用が増加したこ

と、滞在期間とともに移民の社会福祉の利用が増加していることを明らかにしている。移民の社会

福祉の利用の増加は 1960年代に移住してきた移民が教育、言語の習熟度の面でハンデがあったた

めであり、これら要因が将来の社会福祉の利用の重要な決定要因であることを明らかにしている。

Borjas (1995b)も 1970年代、1980年代、1990年代のアメリカを対象に分析を行った結果、移民の

利用が増加傾向にあることを確認している。また、Hu (1998)は、高齢層の移民のほうが若年層の

移民よりも社会福祉を多く利用していると述べ、1980年から 1990年にかけて、55歳以上の移民の

社会福祉の利用が 18%から 64%に増加していることを明らかにしている。このように、社会福祉

の利用は年齢によって決まることが確認されている。

Gustman and Steinmeier (2000) では、移民男性の社会福祉の利用頻度はアメリカ人男性よりも

少なく、頻度が高いのはフード・スタンプだけという結果が出ている。一方、女性に関しては、移

民女性はアメリカ人女性よりも社会福祉を利用する傾向があり、特に社会保障の利用がアメリカ人

女性と比べて 10%以上多いとされる。他にも、退職するまでに支払った納税額と、年金や社会保

障の給付額の大きさを試算した結果、移民男性の納税額はアメリカ人男性の 76%、給付額はアメリ

カ人男性の 83%であり、女性の場合はそれぞれ 78%と 80%であることが確認されている。Borjas

*42 各研究において多様な結果が得られている理由には、モデルの仮定、推定方法、データなどが挙げられる（詳細は
Coppel et al. (2001)、Rowthorn (2008)を参照）。
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and Trejo (1991) も、社会福祉の平均負担額を移民の家族とアメリカ人の家族とで比較しており、

移民の家族が 13,500USドルであるのに対し、アメリカ人の家族では 7,900USドルであることを明

らかにしている。

カナダを対象とした研究を見てみよう。Baker and Benjamin (1995) では、難民を除く移民はカ

ナダ人と比べて失業手当、社会保障給付、住宅支援の利用が少ないことが見いだされている。さら

に、移民は移住期間が長くなるにつれて社会福祉への依存が高まっていることも確認されている。

これについて、Crossley, McDonald and Worswick (2001)は、より最近のコーホートほど失業保険

もしくは社会扶助への依存が強まっているという証拠はないと反論している。さらに、これらカナ

ダの分析では、移民のどのコーホートを分析対象に選ぶかによって結果が大きく異なること、時系

列データの分析では観測期間が短く、クロスセクションデータの分析では単に移民の属性の違いが

結果に反映されているという点で問題があることを明らかにしている。このため分析の際には、行

動変化や受入国のタイムトレンドについて考慮しなければ誤った結論を導きかねないことから、パ

ネルデータを用いることが望ましい。さらに、移住してからの年数の効果を識別する際には、共通

の時間効果を持つという仮定に依存した固定効果モデルの特定化の問題点についても注意が必要で

あることも指摘している。

北欧を対象にした研究では、スウェーデンとデンマークにおいて蓄積が進んでいる。これらの

研究では、アメリカやカナダと比べて、移民は社会保障に大きく依存していることが確認されて

いる。*43Blume et al. (2003) では、1980 年代半ばから 1990 年代後半にかけて、スウェーデンとデ

ンマークでは移民と自国民との貧困率の格差は拡大していることが確認されている。Blume and

Verner (2007)によれば、1999年において、デンマークの人口に占める移民の割合は 3%以下であ

るにもかかわらず、移民はデンマークの社会保障給付の 18%以上を受け取っていたという。デン

マークを分析の対象とした Büchel and Frick (2005) によれば、移民の収入のうち社会保障給付が

40%を占めており、これはデンマーク人と比べて 5倍の大きさであった。

Hansen and Lofstrom (2003)は、スウェーデンでは近年移民の社会保障利用額が高まっているこ

*43 Blume, Gustafsson, Pedersen and Verner (2003)は、1990年代においてスウェーデンでは 4人に 1人、デンマークで
は 3人に 1人の移民が貧困線以下の生活を送っていると指摘している。これは、貧困線以下で生活している自国民の
割合が各々 15%と 10%であることを踏まえると高い割合である。また、アメリカやカナダにおける移民の貧困率を
調べた研究では、移住してきた時期や世代によって、貧困率が大きく異なることを確認している。複数のケースで分
析をした結果、Borjas (1990)によれば、アメリカでは 6%から 37%、Kazemipur and Halli (2001)によれば、カナダ
では 8%から 32%の移民が貧困下での生活を送っている。
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とを明らかにしている。この原因として、失業率の上昇、移民の流入が質量ともに変化したことを

挙げている。さらに、同論文は、移民の嗜好が福祉サービスの利用と関係しているかどうかも検

証し、利用度は移民の属性の違いで説明できないことを明らかにしている。Hansen and Lofstrom

(2003)、Blume and Verner (2007)は、デンマークとスウェーデンの両方で移民が順応はしてきてい

るものの、20年以上滞在している移民は自国民と比べて 5%から 8%多く社会福祉を需要している

と指摘する。なお、Borjas and Hilton (1996)、Baker and Benjamin (1995)によれば、アメリカとカ

ナダでは移民のほうが 5%から 7%多く社会福祉を需要していると報告されていることから、北欧

諸国のほうが若干移民の社会福祉の利用が多い。さらに、Hansen and Lofstrom (2009)は、社会福

祉の利用が過去の利用経験に依存して決まっているのか（状態依存性）、それとも個人の異質性に

よって決まっているのかを難民、難民以外の移民、自国民との間で検証している。分析から、難民

は過去に社会福祉の利用経験があるものほど現在も引き続き社会福祉を利用している傾向が見出さ

れ、状態依存性が確認されたのに対し、難民以外の移民と自国民では状態依存性は確認されず、観

察されない要因が現在の利用状況に強く影響を与えていることを指摘している。

国ごとの違いに関して、Büchel and Frick (2005)は、ヨーロッパの主要国（イギリス、西ドイツ、

デンマーク、ルクセンブルク、アイルランド、イタリア、スペイン、オーストリア）への移民を対

象に移民の福祉サービスの利用について分析している。分析の結果、デンマークにおいて、移民は

デンマーク人よりも社会福祉を利用しているが、相対的な利用水準は他の国とそれほど変わらな

いことを明らかにしている。この研究以前は、社会保障の受給・負担の大きさを外国人の属性に求

めていた研究が多かったが、この研究以降は、移民の属性よりも各国における政策や制度の違いが

注目されるようになった。さらに、Barrett and McCarthy (2008)は、アイルランドとイギリスにお

ける移民の社会福祉の利用を分析し、移民の属性をコントロールしても、イギリスでは移民のほう

が、アイルランドでは自国民のほうが社会福祉を利用しているという違いがあることを確認してい

る。この理由に関しては、新しく移住してきた移民の社会福祉へのアクセスのしやすさが背景にあ

ることを示している。

4.2 受入国の財政に与える影響

移民が社会保障を受給する側になるのか、税・社会保険料を負担する側になるのかの議論は、移

民が財政の健全化に寄与するかどうかにもつながる。前小節では北欧諸国において移民が社会保
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障を多く依存していることを確認したが、この結果は一般的にヨーロッパ諸国の公共部門がアメ

リカよりも大きいことと整合的である。これは、ヨーロッパでは移民受入による社会的費用が大き

いことを示している。このように地域による違いが見られているものの、移民の財政に与える影

響を分析した多くの研究では、高度な技能・技術を有する外国人や若い移民を受け入れる場合に

限って、移民は財政に対してネットのベネフィットをもたらすことが示されている。*44しかし、移

民全体の影響を総括した場合、ネットのベネフィットを生じさせているとする研究があるものの、

ネットのコストが生じていると結論する研究も少なくなく、Freeman (2006)や Feldstein (2006)な

どが述べているように、移民によって財政の不均衡を是正することは難しいと推察される。しか

し、Coleman (2008)が述べるように、欧州では少子高齢化が進むことが予想され、そのような状況

下において移民の重要性が増すと推察される。これは既に少子高齢化が急速に進んでいる日本にお

いても同様である。

財政への影響については意見が分かれている。例えば、同じアメリカを対象とした研究でも

Passel and Clark (1994)は、270億USドルの税を移民が支払っており、ベネフィットのほうが大き

いと推計している一方、Huddle (1993)によれば、1992年に 400億 USドルのネットのコストが移

民によって生じていると反対の結論を導き出している。Borjas (1995a)では、これらの研究が非現

実的な仮定を置いていることを問題視している。より現実的な仮定を設けて複数のケースで分析を

行った結果、移民によってマイナス 160億 USドルからプラス 600億 USドルまでの範囲でネット

のベネフィットが生じうることを明らかにしている。その後の研究において、Borjas (2001)は、外

国人受入によるプラスの効果は、労働市場の効率性によって生じていることを明らかにし、50億

USドルから 100億 USドルのベネフィットが生じており、受入国に対してプラスの効果をもたら

していることを見出している。

しかし、移民を細かく分類した研究からは、移民全員が同じ効果をもたらしているのではなく、

学歴や年齢、婚姻状態などによって、異なる影響を財政に対して与えていることが確認されてい

る。例えば、Lee and Miller (2000)、Smith and Edmonton (1997)、Auerbach and Orepoulos (1999)、

Storesletten (2000)は、独身移民のネットのコストとベネフィットの大きさを比較し、財政に与え

*44 財政に関する研究では、Immigration Surplus Method（例えば、Borjas (1995a)、Freeman (2006)、Drinkwater, Levine,
Lotti and Pearlman (2007) を参照）、CGE（Computable General Equilibrium）分析（例えば、Storesletten (2000),
Schou (2006), Oguro, Takahara and Shimasawa (2001),小黒 (2013)を参照）、世代会計（例えば、Bonin, Raffelhueschen
and Walliser (2000), Storesletten (2003)を参照）などの方法が用いられている。
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る効果が非常に小さいという結果を得ている。また、Storesletten (2000)は、ネットのベネフィッ

トが移民一人につき平均 7,400USドルと比較的小さいもののプラスの効果であることを明らかに

している。この研究では、学歴や年齢によって移民が細かく分類され、高学歴の移民は税を多く支

払い、コストよりもベネフィットを多く生じさせていること、また、学歴の低い移民や高齢の移民

はネットのコストを大きく生じさせていることが確認されている。さらに、学歴別に比較した場

合、一人当たりネットで 36,000USドルのコストから 96,000USドルのベネフィットが生じている

と推計している。

一方、Fehr, Jokisch and Kotlikoff (2004) は、日・米・欧の３地域をつないだ世代重複モデル

（overlapping generation model）を用い、移民受入による各地域の財政への影響をシミュレーショ

ンしている。その結果、移民を受け入れても、公共財の供給と社会保障費の増加が起こるため、結

果として財政はほとんど改善されない。唯一、改善が見られるのは、途上国から熟練労働者のみを

大量に移住させるケースであり、これは途上国経済の犠牲のもとでの政策だと批判している。*45

Storesletten (2003)は、スウェーデンを対象に分析し、若年層の移民は 24,000ユーロのネットの

ベネフィットをもたらしているものの、50歳を超えた移民は大きなネットのコストを生じさせて

いることから、移民は平均して 20,000 ユーロのネットのコストを生じさせていると述べている。

Gustafsson and Österberg (2001)は、5年間スウェーデンに滞在している移民と難民とを比べ、最

近移住してきた移民と難民は就業機会が少なく、就業できても賃金の低い職に就くことが多いた

め、ネットのコストが大きくなっていることを明らかにしている。

オランダに関する研究でも、スウェーデンと同じような結果が得られている。Roodenburg,

Euwals and ter Rele (2003)は、財政へのネットの効果は移民の属性によって大きく異なるが、平均

的なインパクトは小さいという。そして、若い時に移住してきた移民や再び移住してきた移民は

ネットのベネフィットをもたらすが、その他の移民全てにおいてはネットのコストが生じていると

いう。Knaap, Bovenberg, Bettendorf and Broer (2003)でも、移民は平均して教育水準が低く、その

ため財政へのネットのベネフィットは小さいと述べている。

*45 “The only policy that could help the developed world face its demographic dilemma is expanding high-skilled immi-
graion. But massive increases in high-skilled immigration would be required for such a policy to have a meaningful
impact. Where would such immigration come from? The answer is the underdeveloped world. But whether the de-
veloping world has a sufficient number of such workers willing to immigrate remains an open questions, as does the
developing world’s willingness to exacerbate what is to them already a very costly brain drain.” (Fehr et al. (2004, p.323)).
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ドイツにおいては、Sinn and Werding (2001)が分析を行っており、ドイツに 25年滞在し、順応

が進んでいる移民はネットのベネフィットをもたらしているものの、少なくとも 1997年において

はネットのコストが生じていたと結論づけている。反対に、外国人受入がベネフィットをもたらす

ことを主張する研究には以下のような研究がある。Bonin et al. (2000)は、ライフサイクルで分析

を行った場合、外国人はネットのベネフィットを小さいながらももたらしており、このような結果

が得られた背景として、ドイツの年金システムが機能し、年金保険料が確実に徴収されていること

を挙げている。Moscarola (2003) と Ablett (1999) は、イタリアとオーストラリアについて研究し

ており、ネットで見た場合、外国人の納税によるベネフィットのほうが大きいことを明らかにして

いる。

4.3 受入コストに関するサーベイのまとめ

本節では外国人受入のコストについて見るために、移民が受入国の税・社会保障負担を軽くする

のか、それとも負担を重くするのか、結果的に受入国の財政を良くするのかについて分析した研究

のサーベイを行った。各研究から得られた結果は三者三様であり、どのような移民を対象とするの

か、分析の対象期間はいつなのか、税・社会保障制度はどのような仕組みになっているのか、どの

ような分析方法を採用しているのかなどによって結果が分かれていることを確認した。

この分野において今後必要とされるトピックには、一度国内から流出した移民が再び流入した場

合の税・社会保障負担や財政に与える影響が挙げられる。再び受入国に戻ってきた移民の場合、順

応にかかるコストを多く投じることなく、税・社会保障負担の担い手となり、財政負担の軽減に貢

献する可能性がある。この点については Roodenburg et al. (2003)によって確認されているが、研

究の蓄積は進んでいない。

また、移民への福祉を手厚くすべきかを議論する際、移民の母国への送金の可能性についても見

ておくことは、受入国の富が国外に流出しているかどうかを判断する上で重要である。多くの外国

人労働者は母国に送金しているが、Carling (2008)はヨーロッパにおける移民の送金の意思決定要

因について分析している。分析の結果、送金の意思決定は利他性によっても影響を受けるが、それ

よりも移民とその家族が置かれている社会的、経済的、政治的状況によって強く影響を受けること

を明らかにしている。世界銀行によれば、移民による発展途上国への送金総額は 4,140億ドル（前

年比 6.3%ポイント増）に及ぶと推計しており、先進国への送金も含めると 5,500億ドルに上ると
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いう。送金総額は年々増加しており、これには送金コストの低下が一つにあることから、送金コス

トのさらなる低下見直しも含めた送金規制のあり方が問われている。*46

5 日本の移民政策のあり方

これまでの節では、外国人受入が経済成長、イノベーション、産業構造の高度化、賃金、雇用・

失業、税・社会保障、財政に与える影響について分析した既存研究のサーベイを行った。移民全般

の受入が経済に与える影響についていえば、各分析が採用するモデルの前提、データの性質、計測

方法などによって結果がばらついており、定性的な結論が得られているとはいえない。

そのなかで、ひとつだけ明らかになったことは、高度な技術・技能を有し、受入国の標準語での

コミュニケーションが可能な人材を受け入れれば、経済成長を促進し、自国労働者の社会保障負担

を軽減し、財政安定化にも寄与するということである。つまり、「い̇い̇移民（高度人材）なら受け

入れるべき」という自明ともいえる結論である。したがって、このような高度人材を優先的に優遇

して受け入れる動きは日本も含め各国で見られており、今後さらに高度人材の獲得競争は激化して

いくと推察される。

その一方、受入国に良い効果をもたらさない貧困移民を排除する動きも見られるようになってい

る。例えば、イギリスでは 2014年の 1月 1日から貧困移民の流入を阻止する新措置法を実施する。

その内容には、就労しない移民はイギリス入国から 3ヶ月は社会保障の対象とならないこと、明確

に就労できる証明がない場合、6カ月で社会保障サービスの提供を打ち切ること、新規移民は住宅

手当の申請ができないこと、路上生活者や物請いをする移民は強制送還すること、最低賃金を支払

わない雇用者には 4倍の罰金を科すことが示されている。*47

また、アジア随一の豊かな国に成長したシンガポールも、2013年にこれまでの経済政策を開発

優先から医療や福祉の充実へと大きく転換した。その背景には、外国人流入が貧富の差の拡大を助

長しているという国民の不満がある。これまでシンガポールは、不足しがちな単純労働に従事する

貧しい外国人を受け入れる一方、高額の金融資産を保有する外国人にも永住権を与えたいた。こう

した経済成長を最優先する与党の政策に対し、国民が “NO”を突きつけたのである。*48

*46 http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/TOPICS/0„contentMDK:21924020~pagePK:5105988~piPK:36
0975~theSitePK:214971,00.html（2013年 12月 30日閲覧）を参照.

*47 http://www.bbc.co.uk/news/uk-politics-25114890（2013年 12月 10日閲覧）を参照。
*48 「シンガポール、移民政策岐路に、補選控え、待遇見直しの動き」『日本経済新聞』、2012年 5月 22日付。「シンガ
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一方、少子高齢化が深刻化しつつある韓国と日本は人口の減少を補うための移民政策を模索して

いる。たとえば、韓国は、韓国系外国人（在外同胞）を積極的に受け入れると同時に、政府間で覚

え書きを取り交わした国から単純労働者を受け入れる一般雇用許可制を導入した。これは単純労働

を必要とする企業のニーズに応えるものである。*49また、日本ではすでに 1989 年の入管法改正に

よって在留許可が与えられた日系外国人の多くが単純労働に従事してきたことは周知の通りであ

る。さらに最近では、建設人材不足を解消するために外国人技能労働者の期間延長や職種の拡大を

通じて海外からより多くの単純労働者を受け入れようとする動きも出始めている。*50

このように、各国の移民政策は転換期を迎えている。以下では、これら世界的動向をふまえつ

つ、移民政策とは何か、受入国と移民双方にとって望ましい政策とは何かについて議論する。

5.1 移民政策とは何なのか

移民というのは国境を越えた人間の移動である。国境では入国及び出国の審査が行われる。した

がって、そこに「政策」があるとすれば、国の都合が最優先されるのは当然である。たとえば、1776

年の独立後、フロンティアの拡大とともに南部農村での深刻な労働力不足に陥ったアメリカでは、

アフリカから大量の強制移民（奴隷）を受け入れることで対処した。また、第二次大戦後の経済成

長期に、ドイツは労働力不足を補うためにトルコから大量の移民を受け入れた。日本は、戦後の労

働力不足を地方の農村からの「移住」によって賄ったものの、バブル期の労働力不足については海

外から日系人を呼び寄せることで対処しようとした。こうした「政策」がその後どのような事態を

招いたかは歴史が物語るとおりである。つまり、移民によって建国された一部の国を除けば、*51基

本的に「移民政策」は短期的な労働力不足を補うための手段と考えられることが多く、海外からの

移民を「人財」とみなし長期に亘って育成するという発想に基づいたものではないのである。

現在、移民の受け入れを考えている国は、労働力不足の解消と財政健全化が政策の目的となって

ポールの決断、開発優先の転換探る」『日本経済新聞』、2013年 9月 22日付。
*49 人口 3 億人を有し、世界各国から優秀な人材が集まるアメリカ合衆国もこれまで単純労働については中米・カリブ
海からの移民に頼ってきた。ところが、こうした単純労働の供給源だったメキシコ、ジャマイカ、ドミニカ共和国、
プエルトリコなどの出生率が近年になって軒並み低下している。すなわち、1960年にはそれぞれ 6.78、5.42、7.56、
4.66だった数値が 2011年には、2.28、2.30、2.54、1.78となっている。今後、アメリカでも単純労働不足が深刻化す
る可能性はある。

*50 「外国人労働者、入国緩和、建設人材不足、単純解禁も浮上」『産経新聞』2013年 12月 31日付。
*51 たとえば、オーストラリア政府には移民局があり、移民全般のサービスを提供する一方、移民政策の立案や移民研究
も行っている。
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いる。もっとも、労働力不足については、受入国のすべての産業分野が直面しているわけではな

く、自国民労働者が就こうとしない分野、例えば最近では福祉を中心とするケア労働などで生じて

いる問題である。日本では、外国人看護師・介護福祉士について、日・インドネシア経済連携協定

（2008年 7月 1日発効）および日・フィリピン経済連携協定（2008年 12月 11日発効）によってす

でに候補者の受入を実施している。こうした協定は、外国人が看護師や介護福祉士の国家試験に合

格し、その後、継続して日本に滞在することを目指すものである。*52

ここで注目すべきは、看護、介護、家事・育児など、生産現場を海外移転できない労働集約的な

サービスを移民に頼ろうとするケースである。つまり、外国人を受け入れた場合、その受け入れ方

が永住を前提としない外国人労働者としてであろうと、永住を前提とする移民としてであろうと、

外国人が結果的に永住者となる可能性があるということである。外国人が永住するようになった場

合には自国民と同様に高齢になるにつれてケアサービスへの需要が増すことから、ケア労働を移民

に頼るという方法は問題を先送りしているだけに過ぎず、問題の根本的解決には至らない。また、

労働集約的サービスを安易に移民に頼るという政策は、当該分野の賃金を低水準に押しとどめるこ

とから労働生産性向上の阻害要因ともなる。*53

一方、選択的移民政策は、語学力のある高度な技術・技能を持つ移民を優遇するものであり、移

民に関わる福祉や教育費を節約し、税金を納めてもらうことを狙う受入国にとって都合のいい政策

である。この政策が新規の在留者に対してだけでなく、既存の在留者に対しても実施されることに

なった場合、受入国のエゴをより強く反映したものとなる。たとえば、労働力を供給し、税・社会

保険料を支払い、社会に貢献できる高度人材であり続ける間はウェルカムであるが、高齢になり失

業して社会保障を受給するようになった場合には母国に帰ってもらうという身勝手な政策の横行を

招くだろう。

労働力不足や財政悪化の解決を目的とする移民政策は、移民と自国民との間で仕事の奪い合いや

社会保障負担の押し付け合いといった利害の衝突を生じさせ、移民政策の失敗を招いているケース

*52 このようなケア労働に従事する外国人が増えることにより、ケア労働分野における労働力を確保できるだけでなく、
自国民の女性の社会進出が進んだという事例もある。例えば、韓国では訪問就業制により移民女性がケア労働を担
うことにより、韓国人女性の社会進出を後押ししている。この点を実証研究により明らかにしたのが、Barone and
Mocetti (2011)である。分析ではイタリアへ家事労働に従事するために流入した女性の移民がイタリア人女性の労働
供給に影響をどのように与えているのかを検証している。分析の結果、家事労働に従事する移民の数が増加すると、
イタリア人女性の労働時間を増加させるが、就業の後押しはしていないことが確認された。この労働供給を増加させ
る影響は特に高いスキルを持つ女性に見られており、移民と自国民の女性は補完関係にあることが示されている。

*53 Ｂ・キーリー (2010, p.92)を参照。
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も少なくない。これは、もともと受入国が移民を自国民に悪影響を与えない存在という前提のもと

で受け入れているからであり、そうした前提が崩れれば摩擦が起きるのは当然である。文化的背景

が異なる移民であっても、自国民が就きたいと考える仕事を求めるだろうし、長く生活をしていけ

ば家族を形成し、子どもを産み、高齢にもなる。次の小節では、これら当然のことが日本の移民政

策の議論では欠けていることを指摘したい。

5.2 日本にはない「移民政策」

日本には統一的な「移民政策」というものは存在していない。その原因はいわゆる縦割り行政に

ある。法務省は基本的に外国人を管理の対象だと考えている。なぜなら、外国人が日本で不法行為

をはたらいた場合、同省の監督責任が問われるからである。*54厚労省は移民による国内労働者の締

め出しと社会保障費の増加が生じることを危惧している。*55他方、経産省は日本の競争力強化のた

め外国人（労働力）の受け入れには積極的である。*56そして、総務省は外国人が多数居住する地方

自治体の取り組みに注意を払っている。*57

そもそも移民政策は多面的要素を持ち、多分野にまたがるテーマである。ところが、それを個別

テーマとして扱うと部分最適のみの議論に終始し、全体像を描くことができない。そして、それぞ

れの担当部署の利害調整を行った結果、場当たり的な対応に留まってしまうのである。

ただ、ひとつだけすべての分野に共通していえるのは、このままの状態が続く限り、日本の人口

が確実に減少していくということである。2060年の日本の労働力人口は現在の半分程度になると

予想されており、現状の規模の GDPを維持するためには、年平均 1.4%の労働生産性の伸びを今

後 50年間継続しなければならない。

*54 法務省入国管理局のホームページには、冒頭に、「法務省入国管理局では、『ルールを守って国際化』を合い言葉に出
入国管理行政を通じて日本と世界を結び、人々の国際的な交流の円滑化を図るとともに、我が国にとって好ましくな
い外国人を強制的に国外に退去させることにより，健全な日本社会の発展に寄与しています。」と書かれている。

*55 厚生労働省の「雇用政策基本方針」（平成 20年 2月 29日告示）には、「将来の労働力不足の懸念に対して外国人労働
者の受入範囲を拡大した方がよいといった意見もあるが、労働市場の二重構造化が強まるおそれがあることに加え、
労働条件等の改善や、それを通じたマッチングの促進・人材確保を阻害しないためにも、安易に外国人労働者の受入
範囲を拡大して対応するのでなく、まずは国内の若者、女性、高齢者、障害者等の労働市場への参加を実現していく
ことが重要である。」と書かれている。

*56 内閣府日本経済再生本部・産業競争力会議分科会、第４回会議、参考資料「外国人材の活躍促進による企業の競争力
強化」（経済産業省提出資料）(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/bunka/koyou/dai4/siryou5.pdf) を参
照。

*57 総務省「多文化共生の推進に関する研究会」 (http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/tabunka_kenkyu/
index.html)などを参照。
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そうした予測値が現実味を帯びてきたとき、ひとつ予想されるのは、国内にとって都合の悪いこ

とをすべて移民に転嫁しようとする責任逃れ的な議論の浮上である。周知のように、これまでの日

本の年金、医療、福祉の制度は高度成長期の人口ピラミッドを前提としたものであった。それらの

制度が出生率の低下とバブル崩壊以降の低成長によって維持困難になったとき、制度の抜本的な見

直しをせず、まだ生産年齢に達していない若年層や、これから生まれてくる世代がせっせと納税し

てくれることに期待して大量の国債を発行し続けてきたのである。それは当時の国民のコンセンサ

スを得るにはきわめて都合のよい政策だった。なぜなら選挙権を持たない将来世代は反対の声をあ

げようがないからである。

そしてこうした公債依存がこれ以上維持できないレベルにまで達したとき、「移民の積極的受け

入れ」といった「安易な」議論に流れていくのではないだろうか。つまり、移民こそが日本人のい

やがる低賃金労働に従事し、税金を納め、社会保障も受けずに「ピンピンコロリ」の人生を送って

くれるという身勝手な思い込みである。あるいは、高度人材が日本にやって来て、経済成長をもた

らしてくれるという「取らぬ狸の皮算用」である。

これから生まれてくる世代が生産年齢に達したとき、現在の国民の期待通りに効率よく働いて税

金を納めてくれるという保証はどこにもない。同じことが移民にもいえるだろう。日本とは異なる

文化を持つ移民といえども、人間である以上、日本人と同じ条件が与えられれば同じような行動を

とるように変化していくはずである。そうなれば、日本人のいやがる仕事は移民も忌避するように

なるだろう。移民が少子化対策になるというのも幻想に過ぎない。日本の社会が女性にとって子ど

もを産み、育てるにふさわしい環境を与えられなければ、いずれ移民も子どもを産まなくなるはず

だからだ。*58

今後の移民政策はどうあるべきだろうか。本論文で行った既存研究のサーベイで明らかになった

ように、移民受け入れによる経済への影響は曖昧であり、「社会にとってプラスになる移民を受け

入れるべき」といった自明な結論しか得られていない以上、われわれは目先の経済問題とは切り離

して移民政策の議論をすべきであると考える。なぜなら、完全な鎖国政策でも採用しない限り、現

行の制度のままであっても一定数の外国人は必ず日本国内に入ってくるし、そのまま定住すること

*58 加藤 (2013)は、2120年頃に 1億 200万人程度で日本の人口を定常状態に持っていくためには、2050年までに合計特
殊出生率を 2.1まで引き上げたうえで、「2020～24年にかけて男女 20歳～39歳の層に毎年 1万人ずつ、5年間で合
計 200万人の海外からの移民が加わる」ことが必要としている。つまり、移民を入れるにしても現在、1.4の出生率
を 2.1まで引き上げることが前提なのである。
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も十分考えられるからである。

たとえば、1989 年の入管法改正によって短期間で 32 万人にまで急増した日系ブラジル人移民

は、2008年のリーマンショックや日本政府による帰国支援にもかかわらず、現在でも 20万人ほど

が日本に残留している。そして、こうした移民が多数居住する自治体にとって、移民政策は目の前

の問題を解決するための方策になっている。すなわち、そこでは、居住している移民の経済的自立

を促す就労支援や、生活面でも孤立を防ぐために地元市民たちとの共生が主題なのである。そし

て、そうした葛藤から生まれてきたのが「多文化共生（interculturalism）」という発想である。*59

移民政策には、基本的に、自国民と同じ生活習慣を促す「同化（assimilation）政策」、多様な文

化が独立に存在する「多文化主義（multiculturalism）」、そして「多文化共生」の３種類の考え方が

ある。多文化主義は文化同士が高いに関わり合いを持たないのに対し、多文化共生は互いの文化の

違いと共通点を認め、相互の交流を通じて刺激を与え合うことを目指すものである。たとえば、日

系ブラジル人を筆頭に 3万人ほどの外国人が居住する浜松市は、平成 19年より毎年市民有志の手

により「やらまいかミュージックフェスティバル」と称するイベントを開催し、さまざまな国籍や

ジャンルのミュージシャンが集うことで有名である。こうしたイベントは、異質な文化的背景を持

つ人間同士が交流することにより、互いの長所を活かす比較優位の実践や従来とはまったく違う新

しい発想が生まれる可能性を秘めている。これが音楽のみならず、教育や就労などさまざまな局面

に拡大していけば、新たな成長のチャンスも生まれてくるだろう。

5.3 韓国の移民政策に学ぶ

今後、日本で多文化共生政策を実施するにあたっては、日本と同じく少子高齢化が急速に進んで

いる韓国から学ぶべき点は多い。韓国では多文化家族支援政策が実施され、各方面に渡って外国人

に対する支援が充実している。この背景には、2000年代以降に農村部で花嫁不足解消のために国

際結婚が数多く行われ、在韓外国人が急増したことが挙げられる。*60これにより、人身売買に近い

悪質な結婚仲介業者を介しての不健全な国際結婚、結婚移民者の韓国社会への適応問題、家庭内暴

*59 多文化共生の考え方については、山脇 (2002)を参照。
*60 農村部で国際結婚が増加した理由の一つに、結婚費用の半額が韓国政府により支給されたことが挙げられる。これに
より、農村部での結婚難は解消されたが、結婚移民者である女性が家族や社会から虐げられるという新たな問題が生
じた。このことがあとの多文化家族支援政策につながるきっかけとなった。
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力などの家族内での葛藤、多文化家族*61の経済的な貧困、子どもの教育などが社会的な問題として

表面化したことから、外国人に対する支援政策の実施が急務となった。

多文化家族への支援政策は、韓国ではまだ歴史が浅いものの、近年急速に進められている点で注

目に値する。2006年に「女性結婚移民者の家族および混血人・移住者の社会統合支援法案」が発

表された後、関連法が制定された。2007年には、不健全な国内・国際結婚の仲介を防止し、結婚当

事者の人権を保護する目的で「結婚仲介業の管理に関する法律」、在韓外国人の待遇保障、外国人

との相互理解・尊重と社会統合の実現を目的とした「在韓外国人待遇基本法」が制定された。2008

年には結婚移民者およびその家族の生活安定のために、支援政策の制度的基盤を整える目的で「多

文化家族支援法」が制定された。こうした法整備が行われたことを受け、同年には「第一次外国人

政策基本計画 (2008～2013年)」、2009年には「多文化家族支援改善総合対策」が策定され、さらに

2010年には「多文化家族支援政策基本計画 (2010～2012年)」、2012年には「第二次多文化家族政

策基本計画（2013～2017年）」が実施されている。

この「多文化家族支援法」は省庁横断的な政策の実施において効力を発揮する法律である。たと

えば、多文化家族に対する支援政策の統括および総合的な支援は女性家族部、その他については各

省庁が分担する。すなわち、教育部学生福祉課は多文化家族の子どもに対する学校教育支援を行

い、安行部自治行政課は外国人の地域社会への適応支援を行っている。また、文化部文化余暇政策

課は多文化の推進と韓国語の教材開発を行い、雇用部女性雇用政策課は就労支援、職業相談及び訓

練を実施している。さらに、農食品部農漁村社会課は、農村部で国際結婚が増加したことを背景

に、結婚移民者に対する農業経営に関する教育を推進している。そして、法務部外国人政策課は外

国人に対する政策全般を扱っている。

他にも、教育支援、就業・創業支援、家庭内暴力の被害者の保護・支援、医療・健康管理支援、

児童保育・教育支援、多言語通訳サービスをワンストップで受けられるよう、多文化家族支援セン

ターが全国 230市・郡・区のうち 212ヶ所（92%）に設置されている。また、ソウル市は外国人統

合支援機関であるソウルグローバルセンターを 2008年から運営している。同センターは、外国人

労働者や結婚移民者を対象とするにとどまらず、海外からの旅行者もサービスの提供を受けられ

*61 多文化家族とは、「結婚移民者と大韓民国の国民で構成された家族」および「認知・帰化により大韓国民の国籍を取
得した者（例えば、移住労働者、留学生、北朝鮮離脱住民（セトミン））と大韓民国の国民で構成された家族」（「多文
化家族支援法第 2条」）となっている。
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る。他にも、ソウルグローバル文化観光センター、グローバルビレッジセンター、グローバルビジ

ネスセンター、外国人労働者センターを設け、いつでも多言語による多様なサービスを利用できる

ようにしている。*62

これらの政策の効果については今後の推移を待つしかないが、少なくとも多文化共生というパラ

ダイムシフトを前面に打ち出し、移民政策を省庁横断的かつ多面的に推進していこうとする姿勢は

日本も学ぶべきだろう。

5.4 望ましい移民政策とは

このように法律や制度は整備されても、多文化共生が社会に浸透していくには時間がかかること

も事実である。なぜなら、この考え方は、移民に限らず多様な人間をどう受け入れるべきかという

社会の根本的なあり方に深く関わってくるからである。たとえば、障害者を例にとってみよう。日

本語を理解せず、日本の生活習慣になじめない移民は、障害者と同じ状況に置かれているといって

も過言ではない。日本は、企業に障害者雇用義務を課してはいるが、それでも全体として法定雇用

率の 2%はいまだ達成できていない状況にある。なかでも全国に 300万人いるとされる精神障害者

では、体調の波や障害に対する偏見のために就労は 17000人ほどに過ぎない。*63

日本の博士号取得者についてはどうだろうか。1990年代より、旧帝大を中心として進められた

大学院重点化は、大学院定員充足の徹底化を通じて博士課程修了者の大幅な増加をもたらした。そ

れを受けて、1996年、当時の文部省は、通産省や文部科学省とともに、「ポストドクター 1万人支

援」と題した任期付き博士研究員の就労支援に乗り出した。その後も、政府や産業界はさまざまな

ポスドク支援策を実施したものの就職難が改善されることはなく、ついに 2009年、文科省は国立

大に対して博士課程の定員削減を通知するに至った。現在でも、ポスドクの数は 15000人を超えた

状況にある。この背景に大学サイドの出口を考えない入学者増があるのはいうまでもないが、より

本質的な原因としては、学部新卒者に偏りがちで博士号取得者に後ろ向きな日本企業の画一的な採

用人事をあげることができるだろう。このように国内の「高度人材」すら活用できていない国に海

*62 日本の例としては、浜松市多文化共生センターが多言語による幅広いサービスを提供している。センターの特徴とし
て、メンタルヘルスケアを受けられることが挙げられる。

*63 障害者雇用に関して多くの企業は「特例子会社制度」を活用している。これは、企業が専ら障害者を雇用する子会社
を設立すれば、そこでの就業者数をグループ企業全体の障害者雇用率にカウントできるという制度である。これによ
り、企業にとって障害者人事を本体から切り離すことが可能となり障害者を雇いやすくなったが、その一方、この制
度は本来の意味での共生とはいえないとの批判もある。
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外の「高度人材」が来てくれるかはなはだ疑問である。*64

これらと類似したもうひとつの例は女性である。安倍政権は政策課題として「女性の活用による

経済成長」をあげているが、この問題は「多様性のある働き方の実現」とセットにして考えない限

り、女性に対して男性正社員と同じような「時間無制限一本勝負」的な働き方を強いることになり

かねない。男性と女性は明らかに違うわけだから、その違いを尊重する社会を構築することが結果

として女性の活用の場を広げることになる。*65つまり、障害者の長所を活かすような働き方が実現

できれば、それは女性にとっても働きやすい社会へとつながり、そして結果的に移民にとって日本

が働きやすく暮らしやすい国になるのである。

現状の制度を維持するために足りない部分を移民に頼るべきという発想は、根本的に間違ってい

る。それは日本国民のできないこと移民に押しつけることと同義だからだ。まず、日本が多様性を

認める社会に生まれ変わること、そこから真の移民政策は始まるといってよい。

6 おわりに

本論文では、移民の受け入れが国内経済に及ぼす影響について、経済成長率、イノベーション、

産業構造の高度化、賃金、雇用・失業、税・社会保障、財政という観点から既存研究のサーベイを

行い、世界にも例を見ない少子高齢・人口減少社会を迎える日本にとって望ましい移民政策を探っ

てきた。

サーベイの結果、高度な技術・技能を有し、受入国の標準語でのコミュニケーションが可能な人

材を受け入れることができれば、受入国の経済成長を促進し、自国労働者の社会保障負担を軽減

し、財政安定化にも寄与するなどのよい影響をもたらすことが多くの研究で確認されていた。

しかし、このような結果はわざわざ計測してみるまでもない自明のことである。そして、「いい

*64 2012年 5月から運用が始まった日本の選択的移民制度（ポイント制）だが、初年度に 2000人の利用を見込んだもの
の、実際にはその 1/4にも満たない状況である。（「外国人専門家なぜ来ない」『日本経済新聞』2013年 7月 1日付）
法務省は、年収などの条件が厳しすぎることが低調の原因だとして、2014 年には認定条件の緩和を予定している。
（「優秀外国人在留要件を緩和」『読売新聞』2013年 10月 6日付）ただ、こうした条件を緩和しても、企業サイドに高
度人材を活用するインセンティブがなければ効果があがるかどうかは不明である。そうしたインセンティブが最も高
いはずの大学ですら、外国人教員を採用しようとすると、「（日本語で）入試問題が作成できない」「委員会活動に支
障が出る」などといった反対意見が出る始末である。

*65 内閣府日本経済再生本部、産業競争力会議、雇用・人材分科会配付資料「女性が働きやすい環境を整え社会に活力を
取り戻す」（内閣府提出資料）には、「女性のライフステージに対応した活躍支援」として、「結婚・出産・子育て期に
おける継続就業に向けた支援」や「再就職に向けた支援」などと書かれている。問題は、こうした支援の中身と企業
の人事制度がどの程度整合性を持っているかである。
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移民ならば受け入れよう」とでもいうべき政策は受入国のエゴ以外の何ものでもない。おそらく、

受入国にとって最も好都合なのは、経済成長をもたらすような画期的な発明をしてくれる高度人材

であり、自国民が就こうとしない低賃金労働に従事してくれる単純労働者であり、税金だけ納めて

くれて社会保障は受け取らない働き盛りの若者である。自国民に対してこのような政策をとれるだ

ろうか。つまり、「望ましい」移民政策とは、自国の不都合を他国からやってくる労働力に押しつ

けることなのである。

特に人口が減少していく日本においては、足りない労働力を移民に頼るべきという議論は根強

い。しかし、それは低成長と少子高齢化によって生じた財政赤字を将来世代につけ回してきたのと

同じ発想による問題の先送りに過ぎない。移民も日本国民である以上、日本で生活を始めれば同じ

問題に巻き込むことになる。短期的な労働不足を補うために移民に頼ることは過去の歴史が物語る

とおり、根本的な解決策にはならないのである。

もちろん、日本の社会保障にフリーライドしようとするだけの移民は受け入れるべきではない。

しかし、日本での就労を望む外国人を排除する必要はない。先進諸国との制度上の整合性を保持す

べく、現行の移民受け入れ制度を絶えず見直していくことが望ましい。そして、長期的な視野に立

つ移民政策としては、国内事情とは無関係に、異質なものを排除するのではなく、それを受け入

れ、共存するといった多文化共生の考え方を基本に据えるべきである。それは障害者や女性の活用

といった国内の問題と本質的には同じ性質のものだからである。
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